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Ⅰ これまでの行政改革の取組 

 

本村においては、行政改革が不断の改革であると位置づけ、昭和 62年に第一次の行政改

革大綱を策定し、行政の減量化・効率化に取り組んでまいりました。その後、平成 17 年の

西郷村集中改革プランを含め、第五次行政改革大綱までを策定し、継続的に行政サービスの

向上を図ってまいりました。 

しかし、平成 23年（2011 年）３月に発生した東日本大震災とこれに伴う原子力発電所の

事故の影響により、同年８月に「第五次行政改革大綱」を策定したにもかかわらず具体的な

取組を計画した実施計画は策定されておらず、行政改革の取り組みが不十分でありました。

そのため、第五次行政改革大綱の方針を踏襲した「西郷村行政改革プラン２０１８（平成 30

～令和３年度）」を平成 30 年（2018 年）３月に策定し、組織改革・業務改革・財政改革に

取り組んでまいりました。 

基本方針等 主な取組 

昭和 62 年度 行政改革大綱 

【方針】 

行政の減量化・効率化への取組 

・行政組織機構の簡素合理化 

・事務事業の改善 

・民間委託の推進 

・ＯＡ化の推進 

平成８年度 第二次行政改革大綱 

【方針】 

さわやか・ふれあいの行政推進と効率的な運

営 

・組織機能の見直し 

・事務事業の見直し及び行政サービス向

上等の事務の改善 

・行政情報化の推進 

・民間活力の活用 

・職員の能力開発の推進 

・定員管理の適正化 

・財政の健全化 

平成 12 年度 第三次行政改革大綱 

【方針】 

住民参加のもとで効率、効果的な行政運営 

・組織機能の見直し 

・定員管理の適正化 

・事務事業の見直し及び行政サービス向

上等の事務の改善 

・行政情報化の推進 

・民間等活力の活用 

・職員の能力開発の推進 

・財政の健全化 
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基本方針等 主な取組 

平成 17 年度 西郷村集中改革プラン 

【方針】 

１．質の高いサービス提供 

２．村民協働の推進 

３．政策のスリム化と健全財政の実現 

・事務事業の再編、整理、廃止、統合 

・民間委託等の推進 

・定員管理、給与の適正化 

・第三セクターの見直し 

・経費節減等の財政効果 

・地方公営企業の経営改革 

平成 18 年度 第四次行政改革大綱 

【方針】 

１．質の高いサービス提供 

２．村民協働の推進 

３．政策のスリム化と健全財政の実現 

・村民サービスのあり方 

・役場のあり方 

・人材育成と人材開発 

・村の財政のあり方 

・協働のむらづくり 

平成 23 年度 第五次行政改革大綱 

【方針】 

住民との信頼構築 

・行政改革の実現 

・住民との信頼構築 

・住民ニーズの把握と情報の共有化 

・施策立案と人材育成 

・行政評価と財政運営 

平成30年度 西郷村行政改革プラン２０１８ 

【方針】 

１．村民協働と機能的な組織体制の推進 

２．民間活力の活用と公有財産の適正管理 

３．持続可能な財政運営の確立 

・住民参画の推進と住民ニーズの把握 

・行政ニーズに対応した組織の構築 

・自ら考え行動できる職員の育成 

・民間活力を活用した行政サービスの向

上 

・公有財産の適正管理と有効活用 

・健全な財政運営の推進 

・歳入の確保と歳出の見直し 
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Ⅱ 西郷村の現状と動向 

 

１ 人口の状況等                                  

全国的に人口減少が進む中、令和３年（2021 年）11 月に発表された令和２年国勢調査

（確定値）によると、西郷村の人口は 20,808 人となっており、平成 27 年（2015 年）と

比較し 486 人増加しています。 

しかし、令和２年（2020 年）３月に策定した「人口ビジョン・総合戦略」の長期人口推

計基本推計によると、令和２年（2020 年）をピークにゆるやかに減少すると推計されて

います。 

 

【図 2-1-1 西郷村の人口推計】 

 

  （出典：西郷村 第Ⅱ期まち・ひと・しごと創生「人口ビジョン・総合戦略」R2.3 策定） 

※2015(H27)及び 2020(R2)の数値は、国勢調査による確定値に修正 
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また、本村における 65歳以上の高齢者人口の割合は、令和２年（2020 年）の 25.1％

から 2040 年（令和 22 年）には 37.2％、人数にして約 1,400 人増加することが見込まれ

ています。 

これらの人口推計を踏まえると、将来的に本村における総人口の減少、特に生産年齢人

口の減少により、個人村民税等の収入や労働力人口の絶対数が減少することが想定され

ます。 

このため、将来人口や人口構造の変化を見据えた行財政運営が必要です。また、限られ

た財源や人員で行政サービスを提供するためのより効率的な業務の遂行が求められます。 

 

【図 2-1-2 西郷村の年齢区分別推計人口】 

 

（出典：西郷村 第Ⅱ期まち・ひと・しごと創生「人口ビジョン・総合戦略」R2.3 策定） 

※2015(H27)及び 2020(R2)の数値は、国勢調査による確定値に修正 
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２ 職員（ヒト）や働き方の状況等                          

(１) 職員数等 

本村の職員数の状況は、平成 19 年（2007 年）と比較すると、令和２年（2020 年）は全

体で 15 名増加しています。その内訳は、職員で 12人減少し臨時職員等で 27人増加して

います。 

率では、平成 19 年（2007 年）の正職員の率は 63.6％でしたが、令和２年（2021 年）

は 55.9％となっており、7.7 ポイント減少しています。 

 

【図 2-2-1 職員数の推移】 

 

（出典：地方公共団体定員管理調査） 
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職員の年齢別の構成は、平成 19 年（2007 年）と令和２年（2020 年）を比較すると、50

代で 40 名減少する一方、20 代は 14 名増加しています。なお、60 代の再任用職員は７名

となっています。 

なお、国家公務員の定年を 65歳まで延長する国家公務員法の改正に合わせ、地方公務

員の定年延長に伴い、60 歳を迎えた管理職の役職定年制導入を盛り込んだ改正地方公務

員法が令和３年６月に成立し、令和５年４月１日に施行されます。今後、これらの職員の

活用について検討していく必要があります。 

 

【図 2-2-2 職員年齢別構成】 
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（出典：地方公共団体定員管理調査） 

※再任用短時間勤務職員は、2014(H26)・2016(H28)・2017(H29)・2020(R2)にそれぞれ１人。 
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（出典：地方公務員給与実際調査） 

※職員数は、定員管理上の職員数から、特別会計・企業会計より給与を支給している者を減じた数。 

 一人当たりの給与費（社会保険料は含まない）は、各年度普通会計決算における給与費を職員数で

除したもの。 

 

(２) 給与費等 

職員一人当たりの給与費は、平成 19 年（2007 年）と比較すると、令和２年（2020 年）

は 796 千円減少しています。 

  給与費には各種手当も加算されているため、災害対応のあった令和元年（2019 年）は

一時的に上昇したものの、職員一人当たりの給与費は減少傾向で、平均すると 5,900 千円

程度となっています。 

 

【図 2-2-3 職員一人当たりの給与費と職員数の推移】 
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一方、臨時職員等の給与費は、平成 19年（2007 年）と比較すると、令和２年（2021 年）

は 362 千円増加しています。 

なお、平成 21 年（2009 年）は、リーマンショックによる景気回復対策措置により緊急

雇用の職員を採用したため臨時職員等の職員数は増加し、また、平成 22年（2010 年）は、

みずほ保育園の民営化により職員数は減少しました。さらに、平成 24 年（2012 年）から

平成 26 年（2014 年）は、東日本大震災による除染対応のため職員数が増加しました。 

また、令和２年度（2020 年度）からは会計年度任用職員制度が導入されています。会

計年度任用職員とは、地方公務員法第 22 条の２の規定に基づき任用される職員のことで、

これまでの臨時的任用職員や非常勤の特別職員と比べて、休暇、福利厚生、手当等が拡充

されます。その一方で、服務規律（守秘義務や服務に専念する義務等）が適用され、かつ、

懲戒処分等の対象にもなるものです。なお、令和２年度（2020 年度）に会計年度任用職

員制度が導入され期末手当の支給率が拡充されたことにより、一人当たりの給与費が増

加しました。 

今後、会計年度任用職員を含め再任用職員など、多様な任用形態を活用することを検討

する必要があります。 

 

【図 2-2-4 臨時職員等の一人当たりの給与費】 

 

 

 

 

  

（出典：地方公務員給与実態調査） 

※一人当たりの給与費（社会保険料は含まない）は、各年度普通会計決算における給与費を職員数で

除したもの。 
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また、人件費は平成 19 年（2007 年）以降ほぼ横ばいですが、人件費率はその年の投資

事業により変動しています。 

特に、平成 24 年（2012 年）以降は、除染に係る経費が増加したため、人件費率は低く

なっています。さらに、その後は投資事業を抑制しているおり人件費率は上昇しています。 

なお、令和２年（2020 年）に会計年度任用職員制度が導入され、それまでは物件費と

して扱われていたものが人件費として扱われるようになったため、2 億円程度多くなって

います。 

 

【図 2-2-5 人件費と人件費率の推移】 

 

（出典：地方財政状況調査） 
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ラスパイレス指数は、平成 19年（2007 年）と比較すると 3.4 ポイント上昇しています。 

ラスパイレス指数とは、国家公務員行(－)の適用職員の俸給額を 100 とした場合の地

方公共団体の一般行政職の給与の水準を表す指数で、学歴別および経験年数別にグルー

プ化した上でそれぞれについて平均給料月額を算出し、国家公務員と比較したものです。 

なお、平成 24 年（2012 年）から２年間、国家公務員は東日本大震災に対処する必要に

鑑み給与の支給額を減額しました。このことにより、この３年間のラスパイレス指数は高

い水準となっています。 

 

【図 2-2-6 ラスパイレス指数の推移】 

 

 

 

  

※ラスパイレス指数が変動する一般的な要因としては、給料表の改定率が国と異なる場合、昇給短縮・

延伸が行われた場合、採用・退職・経験年数階層の変動等により職員構成が変動した場合等。 
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(３) 超過勤務時間数 

東日本大震災の影響により、平成 23年（2011 年）から年々増加していた超過勤務時間

は、平成 26年（2014 年）より減少傾向にあります。しかし、令和元年（2019 年）は台風

等の自然災害の対応があり増加しました。 

国では、働く人々が個々の事情に応じた多様で柔軟な働き方を自分で「選択」できるよ

うにするための改革として「働き方改革」を推進しています。働き方改革には、「労働時

間の是正」、「正規・非正規間の格差解消」、「多様で柔軟な働き方の実現」の３つの柱があ

り、労働時間の是正においては、長時間残業（月 45 時間・年 360 時間まで）という上限

が設けられています。 

 

【図 2-2-7 超過勤務時間及び一人当たりの超過勤務時間の推移】 
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（出典：総務課調べ） 

※超過勤務時間は、選挙執行に係るものは含まれない。 

一人当たりの超過勤務時間は、対象職員数（管理職を除いたもの）から算出。 
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(４) 年次有給休暇の取得状況 

総務省の地方公共団体の勤務条件等に関する調査によりますと、付与された年次有給

休暇 20 日のうち、西郷村の職員が取得した年次有給休暇取得日数は、平成 27 年（2017

年）から令和２年（2020 年）の６年間の平均は 12.9 日となっています。一方、全国の市

区町村の平均は 10.7 日となっており、比較すると西郷村の職員は 2.2 日多く取得してい

ます。なお、年次有給休暇は毎年１月１日に年間 20 日付与されますので、４月１日採用

の新規職員等は集計から除かれています。 

また、2019 年（R元年）より年次有給取得休暇の取得日数が年５日に満たない職員の割

合の調査を開始しており、西郷村の職員のほとんどは５日以上取得しています。 

誰もがやりがいや充実感を感じながら働き、健康で豊かな生活ができるよう、仕事と生

活の調和（ワーク・ライフ・バランス）のとれた社会の実現が求められています。このた

め、年次有給休暇の取得促進や長時間労働の抑制等、職員の健康と生活に配慮する必要が

あります。 

 

【図 2-2-8 年次有給休暇取得日数の推移】 

 

 

【表 2-2-1 取得日数が年５日に満たない職員の割合】 

区  分 2019（R 元）年 2020（R2）年 

西郷村  2.6％  0.9％ 

市区町村（平均） 16.1％ 17.3％ 
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（出典：地方公共団体の勤務条件等に関する調査） 

※対象は、首長部局に勤務する非現業の一般職に属する職員のうち、調査対象の全期間在職した者。 
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※算出に際し使用しているデータは以下のとおり。 

普通会計部門職員数：令和２年４月１日現在地方公共団体定員管理調査による職員数 

人口：平成 27年（2015 年）国勢調査〈西郷村：20,322 人〉 

※「類似団体別職員数」において、以下の理由から「公営企業等会計部門」は除いている。 

 公営企業等会計部門：市区町村ごとに実施している事業（病院、上水、下水、国保、介護、後期高齢

など）にはばらつきがあり、単純に職員数の比較ができないため。 

 

(５) 類似団体別職員数の比較 

総務省の類似団体別職員数の状況によると、人口規模と産業構造（産業別就業人口の構

成比）が類似したⅤ－１（人口２万人以上、２次・３次産業 80％以上で３次産業 60％未

満）に分類される町村における職員数の単純平均値を算出した類似団体職員数と比較す

ると、西郷村の職員数は少ない状況にあります。 

 

【表 2-2-2 職員数の状況】 

区  分 

職  員  数 人口１万人あたりの職員数 

西郷村 
【参考】 

類似団体職員数 
西郷村 

【参考】 

類似団体職員数 

普通会計部門 １４２ １５５ ６９.９８ ７６.４３ 

 一般行政部門 １２２ １２４ ６０.１３ ６１.１６ 

教育部門 ２０ ２４ ９.８５ １２.００ 

公営企業等会計部門 １４  ６.９０  

合   計 １５６  ７６.８８  
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３ 財政の状況等                                  

(１) 歳入・歳出決算額の推移 

令和２年度一般会計の決算額は、歳入総額129億 9,765万 4千円、歳出総額122億 4,089

万 4 千円となっています。 

歳入決算額をみてみると、平成 25年（2013 年）から平成 28 年（2016 年）にかけ、東

日本大震災の復興や除染等の影響により突出しています。また、令和２年度は新型コロナ

ウイルス感染症対策のため、平成 30 年（2018 年）や令和元年（2019 年）と比較して増加

しています。 

なお、村税や分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越

金、諸収入など、自主的に収入することができる“自主財源”はほぼ横ばいとなっていま

す。また、国庫支出金や県支出金、地方交付税、地方消費税交付金、地方債などの依存財

源は、除染に係る事業等により変動が大きくなっています。 

    

【図 2-3-1 歳入決算額の推移（一般会計）】 

 

（出典：地方財政状況調査） 
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一方、歳出決算額においても、東日本大震災や新型コロナウイルス感染症対策のため予

定外の支出が増加しています。 

  なお、“義務的経費”とは、人件費や扶助費、公債費など、任意に節減できない極めて

硬直性の高い経費のことです。また、“投資的経費”とは、各種社会資本整備など、支出

の効果が長期にわたる経費のことで、普通建設事業費、災害復旧費、失業対策事業費など

です。物件費や維持補修費、投資及び出資金、貸付金、積立金、繰出金、補助費等が“そ

の他の経費”です。 

 

【図 2-3-2 歳出決算額の推移（一般会計）】 

 
（出典：地方財政状況調査） 
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(２) 村税収入及び収納率の推移 

本村が安定的な財政運営を行うためには、自主財源の大半を占める村税の収入の確保

と収納率を向上させることが重要です。 

村税の収入の推移をみると、平成 19 年（2007 年）と令和２年（2020 年）を比較すると

約 24 億円減少していますが、平成 28 年（2016 年）以降、増加傾向にあります。なお、

平成 19 年（2007 年）及び平成 20年（2008 年）は、企業の設備投資による償却資産の増

加や法人村民税の伸びに支えられ、村税の収入が増加したものです。 

 

【図 2-3-3 村税収入の推移】 

 

（出典：地方財政状況調査） 
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  一方収納率についてみてみると、村では村税の収納率向上に向け、平成 21 年（2009 年）

に役場内に収納率向上推進班を設置したほか、平成 26年（2014 年）白河地方広域市町村

圏整備組合においては、構成市町村の滞納事案の整理を担う滞納整理部門が設置され共

同処理事務を行うなど、収納率向上に向け、様々な取り組みを実施してきました。さらに、

納税者の利便性を向上させるため、コンビニ収納ばかりでなくキャッシュレス決済を導

入するなど、積極的な納税事務に取り組んでいます。 

その結果、平成 21年（2009 年）のリーマンショックや平成 23 年（2011 年）の東日本

大震災等の影響により減少傾向にあった収納率は、平成 25 年（2013 年）以降増加傾向に

転じ、令和２年（2020 年）は 95.70％になっています。 

 

【図 2-3-4 村税収納率の推移】 

 

（出典：地方財政状況調査） 
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(３) 扶助費の推移 

  義務的経費（その支出が義務づけられ簡単に削減することができない経費）のうち、生

活保護費、児童福祉費、老人福祉費等の扶助費の推移をみてみると、平成 19年（2007 年）

以降増加傾向にあり、令和２年（2020 年）は平成 19 年（2007 年）の約 2.7 倍、額にして

8 億 8,300 万円増加しています。 

  今後、生産年齢人口（15～64 歳）の減少により、村税の増収を見込むことが厳しい上

に、少子高齢化の進行により社会保障は伸び続け、扶助費を含めた義務的経費が増加する

ことが予想されます。 

 

【図 2-3-5 扶助費の推移】 

 

（出典：地方財政状況調査） 
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(４) 経常収支比率の推移 

経常収支比率とは、地方税、地方交付税、譲与税・交付金などの経常的な一般財源がど

の程度経常的な経費に充てられているかを示す経費のことで、財政構造の弾力性を判断

するものです。 

経常収支比率はおおむね 70％から 80％の間が理想とされていますが、令和３年度地方

財政白書によると、令和元年度の市町村の全国平均は 93.6％となっています。また、市

町村全体の 95.1％を占める 1,633 団体の経常収支率は 80％以上となっており、3.1％の

53 団体は 100％以上となるなど、多くの団体で理想とされている比率（70％～80％）とな

っていません。 

西郷村の状況をみてみると、平成 19 年（2007 年）の 56.2％がもっと良く、平成 28年

（2016 年）は 93.9％となっています。その要因は、分母となる経常充当一般財源（地方

税など）が年々減少しているのに対し、分子にあたる経常的経費が減少せず横這いで推移

しているためと考えられます。 

 

【図 2-3-6 経常収支比率の推移】 

 

（出典：地方財政状況調査） 
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(５) 村債の状況 

一般会計及び特別会計等の村債残高の推移をみると、平成 19年（2007 年）と比較する

と 45.07 億円削減されています。 

なお、令和２年度末における村債残高は、全体で 115 億 1,954 万円となっており、令和

２年国勢調査の人口 20,808 人で割ると一人当たり 55 万 3,611 円となっています。 

 

【図 2-3-7 村債残高の推移】 

 

（出典：地方財政状況調査） 

 

【表 2-3-1 令和２年度末村債残高（水道・工業用水道事業含む）】 

会  計  名 村債残高（令和２年度末） 

一般会計 62 億 5,972 万円 

公共下水道事業 31 億 2,855 万円 

農業集落排水事業 7 億  392 万円 

     小   計 100 億 9,219 万円 

水道事業 6 億 4,557 万円 

工業用水道事業 7 億 8,178 万円 

合   計 115 億 1,954 万円 

（出典：地方財政状況調査） 
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(６) 実質公債費比率の推移 

健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率）

は、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19 年法律第 94号）」（以下、「健全

化法」）により、平成 19 年度（2007 年度）の決算に基づくものから公表が義務付けされ

ました。 

そのうち、実質公債比率は、一般会計などの財政規模に対する借金返済の割合を示す

（公営企業分含む）もので、地方公共団体の資金繰りの危険度についての指標です。 

平成 19 年（2007 年）と比較すると、令和２年（2020 年）は、10.3 ポイント減少して

います。 

 

【図 2-3-8 実質公債費比率の推移】 

 

（出典：地方財政状況調査） 
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(７) 将来負担比率の推移 

将来負担比率は、一般会計などが将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本

とした額に対する比率を表します。この比率が高い場合は、一般財源規模に比べ、将来負

担額が大きいということであり、今後実質公債比率が増大すること等により、財政運営上

の問題が生じる可能性が高くなります。 

  平成 19 年（2007 年）と比較すると、令和２年（2020 年）は 53 ポイント減少し、平成

26 年（2014 年）以降０％が続いています。これは、令和４年度以降の新庁舎建設をはじ

めとする大型事業等の実施に向け基金の積み立てを行っているためですが、今後、大型事

業等を実施すると負担比率は増えていきます。 

 

【図 2-3-9 将来負担比率の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：地方財政状況調査） 
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(８) 公共施設等の老朽化対策 

平成 29 年（2017 年）３月に「西郷村公共施設等総合管理計画」を策定し、財政負担を

軽減・平準化するとともに、公共施設等の最適な配置や有効活用について検討しています。

本計画では、大規模改修の目安とされる築 30 年以上の施設は全体の 45.0％を占め、全て

の建物系公共施設及びインフラ系公共施設の更新費用を試算した結果、今後 40年間で約

992.5 億円（年平均約 24.8 億円）かかるとなっています。 

今後は、公共施設等を村の貴重な資源としてとらえ、利用環境の計画的な整備や管理を

行うとともに、公共施設等の更新・統廃合・長寿命化などを総合的かつ統括的に行う公共

施設マネジメントを推進し、今後予想される人口減少や厳しい財政状況にあっても、公共

施設等の機能を将来にわたり維持していく必要があります。 

 

【図 2-3-10 公共施設等の将来の更新費用の推計】 

（出典：「西郷村公共施設等総合管理計画」H29.3 策定） 
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Ⅲ 西郷村行政改革プラン 2022 の基本的な考え方 

 

１ 計画期間                                    

  「西郷村行政改革プラン２０２２」の推進期間は、西郷村第四次総合振興計画（後期

計画）と整合をとり、令和４年度（2022 年度）を初年度とし令和８年度（2026 年度）

までの５年間とします。 

  ただし、改革の進捗状況及び効果等を検証しながら、必要に応じて見直します。 

 

２ 策定・推進体制                                 

  村長を本部長とする西郷村行政改革推進本部を中心として、村民の代表である行政改

革推進員会の意見を踏まえながら、全庁的な改革に取り組みます。 

 

【図 3-2-1 策定・推進体制図】 
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西郷村行政改革推進本部 

（本部長：村長、副本部長：副村長） 
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報告 
指示 

西郷村行政改革推進チーム（各課等職員） 
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３ 進行管理                                    

  行政改革の推進にあたっては、具体的取組項目ごとに毎年度、改革の進捗状況や成果を、

西郷村行政改革推進本部が管理し、ＰＤＣＡサイクルにて実施状況や進捗状況の評価検

証を西郷村行政改革推進委員会が行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 ≪PLAN：計画≫ 

   ・達成すべき成果、工程の設定（具体的な取組項目） 

   ・西郷村行政改革推進本部での各年度の取組み内容、目標の設定 

 ≪DO：実行≫ 

   ・各担当、関係課での具体的な取組の実施 

 ≪CHECK：評価≫ 

   ・各担当課で具体的な取組項目ごとの実績値等の進捗状況整理、評価 

   ・西郷村行政改革推進本部での評価、課題分析 

   ・西郷村行政改革推進委員会での評価 

 ≪ACTION：改善≫ 

   ・課題の分析、評価を踏まえ達成すべき成果や取組内容の見直し 

 

４ 進捗状況の公表                                 

  開かれた行政運営を推進するため、行政改革等の計画や進捗状況について、村のホーム

ページ等で毎年公表することとします。 
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Ⅳ 行政改革の基本理念等 

 

１ 策定の目的                                   

  今後も続く厳しい財政環境においても、本村が直面している課題に加え、多様化する

村民のニーズなど新たな課題に迅速かつ的確に対応していくためには、中長期社会経済

状況の変化等を踏まえながら、行財政改革の取組を一層推進することで、財源・人的資

源等の必要な経営資源の着実な確保等を行い、より必要な政策・施策や新たな課題に対

応するために活用していくことが重要となります。 

  こうした状況を踏まえ、情勢の変化に応じた行財政改革などの取り組みを進めて、限ら

れた財源の中で村民のサービスを維持・提供し、将来にわたり持続可能なものとすること

が必要です。また、効率的・効果的な行財政運営を推進するとともに、村民満足度のより

一層の向上を図るため、重点的に取り組む改革の柱を掲げ着実に改革を実行します。 

 

２ 基本理念                                    

  本プランでは基本理念を次のように定め、改革に取り組んでいきます。 

 

基本理念 未来につなぐ、効果的で持続的な行財政運営 

 

 

３ ５つの改革の柱                                 

基本理念に基づき、次の５つの柱を定め、変化する時代にスピード感を持ち改革を推進

します。 

 

 (１) 仕事の改革 

  総務省は、令和３年（2021 年）から令和８年（2026 年）までの期間を自治体ＤＸ推進

計画1の対象期間と定め、組織体制の整備やデジタル人材の確保・育成等の推進体制を構

築することを求めています。また、重点取組事項として、自治体の情報システムの標準化・

共通化、マイナンバーカードの普及促進、行政手続きのオンライン化、ＲＰＡ2やＡＩ3の

利用推進、テレワークの推進、セキュリティ対策の推進を掲げています。 

  これにより、村が担う行政サービスについて、デジタル技術やデータを活用して、住民

                             
1 「自治体デジタル・トランスフォーメーション(ＤＸ)推進計画」のことで、デジタル技

術を活用して行政サービスを変革する計画のこと。なお、ＤＸは Digital Transformation

の略で、デジタル技術を活用してビジネスや日常生活などを便利で豊かにすること。 
2 業務を自動化するシステム。 
3 ＲＰＡなどのシステム内に組み込まれ、データに基づいた判断や作業の振り分けを行う

機能のこと。 
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の利便性を向上させるとともに、デジタル技術やＡＩ等の活用により業務効率化を図り、

人的資源を行政サービスの更なる向上につなげていくことが求められます。 

そのため、組織体制の見直しや効率的な会議の運営方法の検討、さらには、村民の声

を聴く機会を設けるなど、仕事への取り組み方の改革を行う必要があります。 
また、新型コロナウイルス感染症の流行により、感染を予防するための「新しい生活様

式」として、テレワークやオンライン会議等を利用した新しいスタイルの働き方に移行し

ていくなどの転換が求められています。 
持続可能な働き方を実現しながら、これからも安定して質の高い行政サービスを提供

できるように、あらゆる業務にＩＣＴ4を活用できるスマート自治体5への転換を目指し、

計画的に技術導入を図るとともに、現状の行政サービスについても、より効率的なあり方

に向けた検討を進めます。 
例えば、「窓口で待たない」、「役場に行かない」という、村民にとって簡単でやさしい

窓口サービス等を実現することで、職員の負担軽減を図り、職員が本来行うべき付加価値

の高い業務に注力し、組織力を高め、さらなるサービスの向上を目指します。 
 

 (２) 職員（ヒト）の改革 

職員が行っていた業務をＩＣＴが代替する時代になっても、具体的に施策や戦略を構

築し、自治体を運営していくのは職員（ヒト）の仕事です。村が村民の身近な存在であり

続けるためには、行財政を取り巻く極めて厳しい課題を解決していくことができる、職員

力の向上が不可欠です。さらに、職員一人ひとりが基礎・基本を身に着け、倫理観や責任

感をもって仕事に臨むことはもとより、新しい仕事の進め方に対応できるＩＣＴリテラ

シー6を身に着けていくなど能力の底上げが求められます。 
また、総務省の研究機関である「自治体戦略 2040 構想研究会」によると、高齢者人口

がピークを迎え、必要な労働力の確保が困難になることが予想される令和22年（2040年）

には、従来の半分の職員数でも自治体として本来行うべき機能が発揮でき、量的にも質的

にも困難を増す課題を解決できるような仕組みを構築する必要があるとしています。そ

のため、今後ますます高度化、専門化する行政課題を解決するため、職員一人ひとりの知

識や見識、個人の資質や感性を高めるとともに、行動の変革や政策立案能力等の一層の向

上を図っていかなければなりません。 

                             
4 Information and Communication Technology の略称で、情報通信技術の略。 
5 人口減少が深刻化しても自治体が持続可能な形で行政サービスを提供し続け、住民福祉

の水準を維持し、職員を事務作業から解放して職員でなければできないより価値のある業

務に注力し、ベテラン職員の経験をＡＩ（人工知能）等に蓄積・代替することで団体の規

模・能力や職員の経験年数にかかわらず、ミスなく事務処理を行える自治体のこと。シス

テムやＡＩ等の技術を駆使して、効果的・効率的に行政サービスを提供する自治体のこ

と。システムやＡＩ等の技術を駆使して、効果的・効率的に行政サービスを提供する自治

体のこと。 
6 ＩＣＴ（情報通信技術）を正しく適切に利用、活用できる力のこと。 
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さらに、今後、定年延長制の導入を視野に入れながら、引き続き、村民のニーズに対

応した職員の適正配置等を進めるとともに、多様な主体が公共の担い手となる、新しい

公共の仕組みをつくる視点が必要です。また、組織力のさらなる向上や仕事の仕方その

ものを変える抜本的な行政運営の改革が重要となります。 

将来の村のために職員力と組織力を向上させ、前例にとらわれず、勇気をもって挑戦す

る職場を作ることによって、将来にわたって持続可能な行財政運営の推進につなげると

ともに、組織を活性化し、さらなる行政サービスの向上につなげます。 
 

(３) 働き方の改革 

職員（ヒト）の改革のほかに、職員一人ひとりの個性や能力が十分に発揮できるよう、

働きやすい職場、子育てや介護など家庭と仕事の両立ができる職場づくりを進めるため、

多様で柔軟な働き方が選択できるような「働き方改革」も必要です。 
また、仕事の改革同様、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、行政手続のオン

ライン化や非対面・非接触型のサービス提供、リモートワークをはじめとする勤務形態の

変化など、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機とする社会変容にも迅速かつ的

確に対応していく必要があります。 
さらに、事務事業を定期的に見直し、業務改善を推進することや、ＩＣＴの有効活用等

による事務処理の効率化を図り、民間活力の導入を行うなどして、時間外勤務を縮減しワ

ーク・ライフ・バランスを推進していきます。 

民間活力の導入については、新たなビジネス機会を拡大するとともに公的負担の抑制

を図り、経済・財政一体改革を推進するため、様々な分野の公共施設等の整備・運営に

ＰＰＰ7／ＰＦＩ8を活用することが必要と考えらえています。とりわけ、民間の経営原

理を導入する公共施設等運営事業を活用することは重要であるため、詳細に検討してい

く必要があります。 

 
(４) 歳入・歳出面の改革 

現在の新型コロナウイルス感染症の影響や今後の人口減少・少子高齢化の進行によっ

て税収が減収し、社会保障費などの歳出が増加することで財政状況が著しく悪化すれば、

財政が破綻してしまう恐れもあります。 
  村の財政を健全化することは、家計を黒字にすることと同じです。そのために、「収入

（歳入）を増やす」ことや「支出（歳出）を減らす」ための工夫をし、「翌年度へ繰り越

すお金（実質収支）を確保する」とともに、「借金をし過ぎない」こと、あわせて、不測

の事態に備えた「貯金（財政調整基金）を確保する」ことが必要になります。 
  また、何にお金を使い、何を我慢するか、これまで以上に優先順位を考えて、行政サー

                             
7 公民が連携して公共サービスの提供を行うスキーム。 
8 公共施設等の設計、建設、維持管理及び運営に、民間の資金とノウハウを活用し、公共

サービスの提供を民間主導で行うこと。ＰＰＰの代表的な手法の一つ。 
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ビスを選択し提供していく必要があります。 
  さらに、我が国は、長く続く低成長と超高齢社会の到来等により、国や地方を通じた財

政状況の悪化と生産年齢人口の減少というかつてない困難に直面しています。本村にお

いても、安定的な行財政運営を行っていく上で、さらなる少子高齢化にともなう扶助費の

増加、公共施設の老朽化に伴う維持管理費用や更新費用の増加、将来的には人口減少に伴

う村税収入の減少などの影響が一層厳しくなることが見込まれます。加えて、西郷村では、

令和４年度以降「学校給食センター建設事業」や、“西郷村「拠点づくりプロジェクト」

基本計画”に基づく「新庁舎建設」や「道の駅整備事業」など大型公共事業のほか、「家

族旅行村・温泉健康センターの再建」などの大型財政支出が控えています。 

また、近年の激甚化する自然災害など、不測の事態に対応する必要があります。さらに、

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により財政負担が求められるだけでなく、経済悪

化により、今後の税収に大きな影響を与えることが予想されるなど、今後もこれまでにな

い厳しい財政状況が続くことが考えられます。 

このような厳しい財政状況の中でも必要な行政サービスを提供し続けられるように、

引き続き、計画的な財政運営が必要となります。このため、継続的に歳入増加や歳出削減

につながる取組みを進め、未来への投資を含め、将来に向けて責任ある安定的な財政運営

につなげるための計画的な予算編成を行う必要があります。 
 

(５) 持続可能な社会に向けた取組（ＳＤＧs） 

「ＳＤＧs（持続可能な開発目標）」は、平成 27年（2015 年）に国連で採択された、平

成 28年（2016 年）から令和 12 年（2030 年）までの国際社会共通の目標です。 

誰一人取り残さない持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現のため、「経済・社会・

環境」の三側面から捉えた包括的な 17のゴール等が示されています。 

国においてはこれまで、地方創生の取組みの一層の充実・深化につなげるため、ＳＤＧsを

原動力とした

公民連携の地

方創生が進め

ら れ て い ま

す。 

 このような

理念を理解し

ながら、持続

可能な行財政

運営の実現に

向けて取り組

んでいくこと

が必要です。 
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４ 体系図                                     

  本プランでは、基本理念のもと、５つの改革の柱を設定し取組項目により行政改革を推

進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改 革 の 柱 取   組   項   目 

１ 仕事の改革 

1-1 ＩＣＴ・ＤＸの推進 

1-2 効率的な会議運営の推進 

1-3 窓口サービスの充実 

1-4 組織活性化の推進 

1-5 広報広聴制度の推進 

1-6 窓口開庁時間の拡大 

２ 職員（ヒト）の改革 

2-1 職員基本方針を踏まえた人事評価制度の導入 

2-2 各種研修制度の見直し 

2-3 コンプライアンスの推進 

2-4 人事管理計画の推進 

３ 働き方の改革 

3-1 ワーク・ライフ・バランスの推進 

3-2 テレワーク勤務制度の推進 

3-3 職員の安全と健康の確保 

3-4 ＩＣＴ活用による業務効率化の推進 

3-5 民間活力の導入 

４ 歳入・歳出の改革 

4-1 村の補助金制度の見直し 

4-2 財源の開拓と確保 

4-3 受益者負担の適正化 

4-4 特別会計・企業会計の健全経営の維持 

4-5 歳出の削減とサンセット方式の導入 

５ 持続可能な社会に向けた取組（ＳＤＧｓ） 
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Ⅴ 具体的取組項目 
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業

務
数

に
対

す
る
着

手
業

務
数

の
割

合
）

①
シ

ス
テ

ム
稼

働
率
 
1
0
0％

②
オ

ン
ラ

イ
ン

化
に

よ
る
行

政
手

続
き

項
目

の
導

入
率

1
0
0％

③
Ｂ

Ｐ
Ｒ

着
手

率
 
1
0
0％

（
取

組
業

務
数

に
対

す
る
着

手
業

務
数

の
割

合
）

①
シ

ス
テ

ム
稼

働
率
 
1
0
0％

②
オ

ン
ラ

イ
ン

化
に

よ
る
行

政
手

続
き

項
目

の
導

入
率

1
0
0％

③
Ｂ

Ｐ
Ｒ

着
手

率
 
7
0％

（
取

組
業

務
数

に
対

す
る
着

手
業

務
数

の
割

合
）

①
 
シ

ス
テ

ム
等

の
準

備
の

検
討

及
び

制
度

、
規

程
等
の

精
査

②
シ

ス
テ

ム
等

の
導

入
の
検

討 ③
Ｂ

Ｐ
Ｒ

の
取

組
業

務
の
調

査

①
シ

ス
テ

ム
等

の
導

入
機
種

の
決

定
・

運
用

準
備

②
シ

ス
テ

ム
導

入
等

の
機
種

の
決

定
・

運
用

準
備

③
Ｂ

Ｐ
Ｒ

の
取

組
み

一
部
着

手

①
シ

ス
テ

ム
等

の
運
用

②
シ

ス
テ

ム
等

の
運
用

③
Ｂ

Ｐ
Ｒ

の
取

組
み

追
加
着

手

①
シ

ス
テ

ム
等

の
運
用

②
シ

ス
テ

ム
等

の
運
用

③
Ｂ

Ｐ
Ｒ

の
取

組
み

追
加
着

手

概
　

　
要

及
び

取
組

内
容

令
和

７
年

度
令

和
３

年
度

（
策

定
時

）
令

和
４

年
度

令
和

５
年

度
令

和
６

年
度

年
度

別
計

画

仕
事

の
改

革

令
和

８
年

度

①
 
文

書
管

理
シ

ス
テ

ム
及

び
電

子
決

裁
の

導
入

　
文

書
の

発
生

か
ら

廃
棄

・
保

存
に

至
る

サ
イ

ク
ル

を
シ

ス
テ

ム
化

し
、

庁
内

文
書

の
一

元
管

理
を

実
現

す
る

た
め

電
子

決
裁

を
含

む
文

書
管

理
シ

ス
テ

ム
の

導
入

に
取

り
組

む
。

②
 
各

種
手

続
き

の
オ

ン
ラ

イ
ン

化
の

推
進

　
パ

ソ
コ

ン
や

ス
マ

ー
ト

フ
ォ

ン
、

タ
ブ

レ
ッ

ト
端

末
等

に
よ

る
行

政
手

続
き

の
デ

ジ
タ

ル
化

な
ど

、
来

庁
者

の
手

続
き

負
担

の
軽

減
や

待
ち

時
間

の
短

縮
、

事
務

処
理

時
間

の
ス

ピ
ー

ド
ア

ッ
プ

に
向

け
た

環
境

整
備

。

③
 
Ｂ

Ｐ
Ｒ

※
の

取
組

み
の

推
進

　
既

存
の

業
務

内
容

や
業

務
フ

ロ
ー

な
ど

を
全

面
的

に
見

直
し

、
再

設
計

す
る

Ｂ
Ｐ

Ｒ
を

業
務

ご
と

に
実

施
し

、
Ｉ

Ｃ
Ｔ

を
活

用
で

き
る

業
務

プ
ロ

セ
ス

に
変

換
す

る
取

組
み

を
行

う
。

（
※

Ｂ
Ｐ

Ｒ
：
B
u
s
i
n
e
s
s
 
P
r
o
c
e
s
s
 
R
e
-
e
n
g
i
n
e
e
r
i
n
gの

略
で

、
業

務
改

善
で

な
く

抜
本

的
に

業
務

・
組

織
を

見
直

し
改

善
す

る
こ

と
。
）

企
画

政
策

課
(
主

)
・

総
務

課
・

関
係

課
Ｉ

Ｃ
Ｔ

・
Ｄ

Ｘ
の

推
進
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柱
１

取
組

項
目

1
-
2

担
当

課

①
各

種
会

議
等

（
議

会
含

む
）

の
情

報
共

有
の

推
進

　 ②
取

組
み

の
促
進

③
政

策
会

議
の

設
置

及
び
調

整
会

議
の

明
文
化

④
シ

ス
テ

ム
の

運
用

令
和

７
年

度
令

和
３

年
度

（
策

定
時

）
令

和
４

年
度

令
和

５
年

度
令

和
６

年
度

①
一

部
実
施

②
実

施
な
し

③
一

部
実
施

④
企

画
政

策
課

に
お

い
て
Ａ

Ｉ
ラ

イ
テ

ィ
ン

グ
ラ

イ
タ
ー

（
音

声
自

動
テ

キ
ス

ト
化
）

の
実

験
中

①
各

種
会

議
等

（
議

会
含

む
）

の
情

報
共

有
の

検
討

　 ②
取

組
み

の
促
進

③
政

策
会

議
の

設
置

及
び
検

討
の

開
始

④
機

種
等

の
選

定
・

導
入

①
各

種
会

議
等

（
議

会
含

む
）

の
情

報
共

有
の

推
進

　 ②
取

組
み

の
促
進

③
政

策
会

議
の

設
置

及
び
調

整
会

議
の

明
文
化

④
シ

ス
テ

ム
の

運
用

①
各

種
会

議
等

（
議

会
含

む
）

の
情

報
共

有
の

推
進

　 ②
取

組
み

の
促
進

③
政

策
会

議
の

設
置

及
び
調

整
会

議
の

明
文
化

④
シ

ス
テ

ム
の

運
用

①
各

種
会

議
等

（
議

会
含

む
）

の
情

報
共

有
の

推
進

　 ②
取

組
み

の
促
進

③
政

策
会

議
の

設
置

及
び
調

整
会

議
の

明
文
化

④
シ

ス
テ

ム
の

運
用

仕
事

の
改

革

概
　

　
要

及
び

取
組

内
容

①
 
会

議
等

の
情

報
共

有
　

現
在

、
管

理
職

会
議

に
つ

い
て

は
グ

ル
ー

プ
ウ

ェ
ア

に
よ

る
職

員
へ

の
周

知
が

主
に

行
わ

れ
て

い
る

の
み

で
あ

る
た

め
、

今
後

は
、

各
種

会
議

等
の

情
報

の
共

有
を

強
化

し
て

い
く

。

②
 
横

断
的

な
連

携
の

強
化

　
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
チ

ー
ム

や
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

等
の

全
庁

横
断

的
な

組
織

を
有

効
か

つ
積

極
的

に
活

用
し

、
課

等
の

垣
根

を
超

え
た

取
組

み
を

促
進

す
る

。

③
 
政

策
会

議
の

設
置

及
び

調
整

会
議

の
あ

り
方

の
検

討
　

新
た

に
政

策
決

定
の

場
と

す
る

政
策

会
議

を
設

置
し

、
現

在
の

調
整

会
議

の
あ

り
方

を
検

討
す

る
。

④
 
会

議
録

作
成

支
援

シ
ス

テ
ム

の
導

入
　

議
事

録
作

成
に

は
、

多
く

の
工

程
や

手
間

が
か

か
り

す
ぎ

て
お

り
、

Ｗ
ｅ

ｂ
上

で
無

料
で

利
用

で
き

る
議

事
録

作
成

ア
プ

リ
で

は
複

数
人

の
会

話
を

テ
キ

ス
ト

化
す

る
の

は
難

し
い

の
で

、
発

言
者

を
認

識
し

音
声

を
テ

キ
ス

ト
化

す
る

Ａ
Ｉ

を
活

用
し

た
議

事
録

作
成

支
援

シ
ス

テ
ム

の
導

入
や

Ｗ
Ｅ

Ｂ
会

議
の

録
画

機
能

な
ど

を
活

用
し

、
職

員
の

負
担

を
大

幅
に

軽
減

し
て

い
く

と
と

も
に

、
速

や
か

に
会

議
録

の
作

成
を

行
っ

て
い

く
。

総
務

課
(
主

)
・

企
画

政
策

課
・

関
係

課
効

率
的

な
会

議
運

営
の

推
進

年
度

別
計

画

①
各

種
会

議
の

情
報

共
有
件

数
 
3
5件

　 ②
取

組
み

件
数
 
0
件

③
政

策
会

議
件

数
 
2
4件

・
調

整
会

議
件

数
 
2
件

④
利

用
件

数
 
2
5件

①
各

種
会

議
の

情
報

共
有
件

数
 
3
0件

　 ②
取

組
み

件
数
 
0
件

③
政

策
会

議
件

数
 
2
4件

・
調

整
会

議
件

数
 
2
件

④
利

用
件

数
 
2
0件

年
度

別
目

標
－

①
各

種
会

議
の

情
報

共
有
件

数
 
1
4件

②
取

組
み

件
数
 
0
件

③
政

策
会

議
件

数
 
1
2件

・
調

整
会

議
件

数
 
1
件

④
利

用
件

数
 
5
件

①
各

種
会

議
の

情
報

共
有
件

数
 
2
0件

　 ②
取

組
み

件
数
 
1
件

③
政

策
会

議
件

数
 
2
4件

・
調

整
会

議
件

数
 
2
件

④
利

用
件

数
 
1
0件

①
各

種
会

議
の

情
報

共
有
件

数
 
2
5件

　 ②
取

組
み

件
数
 
0
件

③
政

策
会

議
件

数
 
2
4件

・
調

整
会

議
件

数
 
2
件

④
利

用
件

数
 
1
5件

令
和

８
年

度
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柱
１

取
組

項
目

1
-
3

担
当

課

年
度

別
計

画

仕
事

の
改

革

概
　

　
要

及
び

取
組

内
容

①
 
手

続
き

等
の

集
約

と
専

用
窓

口
の

開
設

　
村

民
が

庁
舎

を
利

用
す

る
大

き
な

目
的

の
一

つ
が

各
種

証
明

書
の

請
求

手
続

き
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
村

民
が

同
じ

フ
ロ

ア
の

い
く

つ
も

の
窓

口
を

回
ら

な
い

よ
う

、
証

明
書

発
行

の
窓

口
を

一
箇

所
に

集
約

し
利

便
性

の
向

上
や

効
率

化
を

図
る

。
ま

た
、

そ
の

た
め

に
は

新
た

に
専

用
の

窓
口

等
の

開
設

が
必

要
と

な
っ

て
く

る
が

、
ハ

ー
ド

面
に

つ
い

て
は

新
庁

舎
整

備
計

画
も

あ
る

こ
と

か
ら

並
行

し
て

検
討

を
行

う
。

②
 
オ

ン
ラ

イ
ン

相
談

の
創

設
　

役
場

に
来

る
こ

と
な

く
相

談
者

希
望

者
が

相
談

で
き

る
な

ど
、

村
民

と
の

新
た

な
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

手
段

と
な

る
オ

ン
ラ

イ
ン

相
談

の
創

設
。

③
く

ら
し

の
手

続
き

ガ
イ

ド
の

導
入

の
検

討
　

引
越

し
や

結
婚

、
出

産
、

死
亡

等
の

ラ
イ

フ
イ

ベ
ン

ト
に

伴
う

様
々

な
手

続
き

が
、

一
部

の
相

談
や

専
門

的
知

識
を

必
要

と
す

る
も

の
を

除
き

、
ワ

ン
ス

ト
ッ

プ
で

行
え

る
よ

う
に

検
討

す
る

。

窓
口

サ
ー

ビ
ス

の
充

実
住

民
生

活
課

(
主

)
・

税
務

課
・

福
祉

課
・

健
康

推
進

課
・

拠
点

整
備

室
・

関
係

課

令
和

３
年

度
（

策
定

時
）

令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度

①
仕

組
み

や
運

用
方

法
の
検

討
及

び
配

置
計
画

②
未

実
施

③
未

実
施

①
仕

組
み

や
運

用
方

法
の
検

討
及

び
レ

イ
ア

ウ
ト

等
の
実

施
計
画

②
制

度
の

導
入

の
検

討
及
び

運
用

準
備

③
制

度
導

入
の

検
討

①
仕

組
み

や
運

用
方

法
の
検

討 ②
運

用
開
始

③
仕

組
み

や
運

用
方

法
の
検

討

①
既

存
シ

ス
テ

ム
連

携
検
証

②
継

続
運
用

③
仕

組
み

や
運

用
方

法
の
検

証
や

業
務

フ
ロ

ー
の

確
認

年
度

別
目

標
－

①
運

用
率
 
0
％

②
運

用
率
 
0
％

③
年

度
計

画
の

実
施

①
運

用
率
 
0
％

②
運

用
率
 
1
0
0％

③
年

度
計

画
の

実
施

①
運

用
率
 
0
％

②
運

用
率
 
1
0
0％

③
年

度
計

画
の

実
施

令
和

８
年

度
令

和
７

年
度

①
導

入
準

備
・

実
証

実
験

②
継

続
運
用

③
組

織
形

態
や

人
事

配
置
の

検
討

・
人

事
育

成
研

修
の
実

施

①
導

入
開
始

②
継

続
運
用

③
検

討
内

容
に

よ
り

導
入

①
運

用
率
 
0
％

②
運

用
率
 
1
0
0％

③
年

度
計

画
の

実
施

①
運

用
率
 
1
0
0％

②
運

用
率
 
1
0
0％

③
年

度
計

画
の

実
施
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柱
１

取
組

項
目

1
-
4

担
当

課

年
度

別
計

画

仕
事

の
改

革

概
　

　
要

及
び

取
組

内
容

①
 
組

織
及

び
事

務
分

掌
の

見
直

し
　

社
会

情
勢

の
変

化
に

対
応

す
る

た
め

、
効

率
的

・
効

果
的

な
組

織
体

制
の

見
直

し
と

事
務

分
掌

の
見

直
し

を
継

続
的

に
実

施
す

る
。

な
お

、
１

課
に

３
係

1
0
～

1
2
名

及
び

１
局

室
に

１
係

２
～

３
名

を
基

本
と

す
る

。

②
 
繁

忙
期

の
業

務
支

援
体

制
の

検
討

　
超

過
勤

務
が

固
定

化
し

て
い

る
業

務
を

洗
い

出
し

、
業

務
の

見
直

し
・

改
善

を
は

か
る

。
ま

た
、

長
時

間
勤

務
の

縮
減

の
一

環
と

し
て

、
繁

忙
期

に
お

け
る

柔
軟

な
人

員
配

置
等

に
つ

い
て

検
討

を
行

う
。

③
 
職

務
職

階
の

見
直

し
　

組
織

の
フ

ラ
ッ

ト
化

を
推

進
す

る
と

と
も

に
、

職
務

職
階

制
度

を
見

直
し

、
指

令
命

令
系

統
が

わ
か

り
や

す
く

責
任

の
所

在
が

明
確

な
組

織
と

す
る

。

④
 
定

期
的

な
人

事
異

動
　

人
事

育
成

・
活

用
に

配
慮

し
た

定
期

的
な

人
事

異
動

の
実

施
。

組
織

活
性

化
の

推
進

総
務

課
(
主

)
・

関
係

課

令
和

８
年

度

①
機

構
改

革
時

に
実
施

②
未

実
施

③
未

実
施

④
定

期
人

事
の

み
実
施

①
見

直
し

を
継

続
実
施

②
対

象
業

務
の

選
定

③
見

直
し

を
継

続
実
施

④
人

事
育

成
等

を
配

慮
し
た

人
事

異
動

の
検

討
・

実
施

①
見

直
し

を
継

続
実
施

②
対

象
業

務
の

見
直

し
・
改

善
を

実
施

③
見

直
し

を
継

続
実
施

④
人

事
育

成
等

を
配

慮
し
た

人
事

異
動

の
検

討
・

実
施

①
見

直
し

を
継

続
実
施

②
対

象
業

務
の

見
直

し
・
改

善
を

実
施

③
見

直
し

を
継

続
実
施

④
人

事
育

成
等

を
配

慮
し
た

人
事

異
動

の
検

討
・

を
実
施

①
見

直
し

を
継

続
実
施

②
改

善
さ

れ
な

い
場

合
、
人

事
配

置
を

試
行

③
見

直
し

を
継

続
実
施

④
人

事
育

成
等

を
配

慮
し
た

人
事

異
動

の
検

討
・

実
施

①
見

直
し

を
継

続
実
施

②
改

善
さ

れ
な

い
場

合
、
人

事
配

置
を

試
行

③
見

直
し

を
継

続
実
施

④
人

事
育

成
等

を
配

慮
し
た

人
事

異
動

の
検

討
・

実
施

令
和

７
年

度
令

和
３

年
度

（
策

定
時

）
令

和
４

年
度

令
和

５
年

度
令

和
６

年
度

①
継

続
実
施

②
見

直
し

・
改

善
の

実
施

③
継

続
実
施

④
検

討
・

実
施

①
継

続
実
施

②
見

直
し

・
改

善
の

実
施

③
継

続
実
施

④
検

討
・

実
施

年
度

別
目

標
－

①
継

続
実
施

②
選

定
作

業
の

実
施

③
継

続
実
施

④
検

討
・

実
施

①
継

続
実
施

②
見

直
し

・
改

善
の

実
施

③
継

続
実
施

④
検

討
・

実
施

①
継

続
実
施

②
見

直
し

・
改

善
の

実
施

③
継

続
実
施

④
検

討
・

実
施
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柱
１

取
組

項
目

1
-
5

担
当

課

年
度

別
計

画

概
　

　
要

及
び

取
組

内
容

①
 
「

村
民

の
声

」
制

度
　

村
政

に
対

す
る

意
見

や
要

望
を

広
く

聴
き

、
そ

れ
ら

を
村

の
取

り
組

み
や

業
務

に
生

か
す

と
と

も
に

、
村

民
の

参
画

を
推

進
す

る
制

度
の

導
入

を
検

討
す

る
。

②
 
村

へ
の

問
合

せ
　

村
民

か
ら

村
政

に
対

す
る

意
見

を
い

た
だ

き
、

本
村

施
策

へ
反

映
さ

せ
、

信
頼

さ
れ

る
村

政
の

実
現

を
推

進
す

る
。

ま
た

、
村

へ
の

問
い

合
わ

せ
に

対
す

る
回

答
と

合
わ

せ
、

Ｈ
Ｐ

等
に

掲
載

す
る

な
ど

し
て

情
報

の
共

有
を

図
る

。

③
 
村

民
ア

ン
ケ

ー
ト

の
一

括
管

理
　

各
課

等
で

個
別

計
画

等
を

策
定

す
る

に
あ

た
り

、
個

別
に

村
民

ア
ン

ケ
ー

ト
を

実
施

し
て

い
る

が
、

重
複

す
る

項
目

も
あ

り
、

回
答

す
る

村
民

も
重

複
す

る
な

ど
効

率
化

が
図

ら
れ

て
い

な
い

。
ま

た
、

適
宜

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
を

実
施

し
公

表
す

る
こ

と
で

、
村

民
の

意
思

を
村

政
に

反
映

す
る

こ
と

が
で

き
る

た
め

、
村

民
に

対
す

る
ア

ン
ケ

ー
ト

を
一

括
管

理
す

る
。

仕
事

の
改

革

広
報

広
聴

制
度

の
推

進
（

１
）

総
務

課
(
主

)
・

企
画

政
策

課

令
和

８
年

度

①
未

実
施

②
問

い
合

わ
せ

に
対

す
る
個

別
対

応
の

み
実
施

③
未

実
施

①
手

法
の

検
討

②
手

法
の

検
討

③
ア

ン
ケ

ー
ト

の
調

査
結
果

の
情

報
取
得

①
制

度
の

開
始

②
意

見
の

聴
取

及
び

情
報
の

共
有

開
始

③
管

理
及

び
共

有
の

開
始

①
制

度
の

継
続

②
意

見
の

聴
取

及
び

情
報
の

共
有

継
続

③
管

理
及

び
共

有
の

継
続

①
制

度
の

継
続

②
意

見
の

聴
取

及
び

情
報
の

共
有

継
続

③
管

理
及

び
共

有
の

継
続

①
制

度
の

継
続

②
意

見
の

聴
取

及
び

情
報
の

共
有

継
続

③
管

理
及

び
共

有
の

継
続

令
和

７
年

度
令

和
３

年
度

（
策

定
時

）
令

和
４

年
度

令
和

５
年

度
令

和
６

年
度

①
村

民
の

声
か

ら
の

参
画
件

数
 
1
件

②
年

度
計

画
の

実
施

③
管

理
件

数
 
4
件

①
村

民
の

声
か

ら
の

参
画
件

数
 
1
件

②
年

度
計

画
の

実
施

③
管

理
件

数
 
3
件

年
度

別
目

標
－

①
村

民
の

声
か

ら
の

参
画
件

数
 
0
件

②
年

度
計

画
の

実
施

③
管

理
件

数
 
0
件

①
村

民
の

声
か

ら
の

参
画
件

数
 
0
件

②
年

度
計

画
の

実
施

③
管

理
件

数
 
1
件

①
村

民
の

声
か

ら
の

参
画
件

数
 
1
件

②
年

度
計

画
の

実
施

③
管

理
件

数
 
2
件
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柱
１

取
組

項
目

1
-
5

担
当

課

④
新

た
な

広
報

発
信
率

1
0
0％

⑤
集

落
支

援
員

制
度

導
入
の

検
討

⑥
研

修
回

数
 
3
回

④
新

た
な

広
報

発
信
率

1
0
0％

⑤
集

落
支

援
員

制
度

導
入
の

検
討

⑥
研

修
回

数
 
3
回

年
度

別
目

標
－

④
新

た
な

広
報

発
信
率

3
0
％

⑤
集

落
支

援
員

制
度

導
入
の

検
討

⑥
検

討
実
施

④
新

た
な

広
報

発
信
率

5
0
％

⑤
集

落
支

援
員

制
度

導
入
の

検
討

⑥
研

修
回

数
 
3
回

④
新

た
な

広
報

発
信
率

7
5
％

⑤
集

落
支

援
員

制
度

導
入
の

検
討

⑥
研

修
回

数
 
3
回

令
和

７
年

度
令

和
８

年
度

年
度

別
計

画

④
各

課
で

一
部

実
施

⑤
未

導
入

⑥
未

実
施

④
広

報
す

べ
き

情
報

の
掘
り

起
こ
し

⑤
集

落
支

援
員

制
度

導
入
の

検
討

⑥
研

修
内

容
・

手
法

の
検
討

④
適

正
な

広
報

の
発
信

⑤
集

落
支

援
員

制
度

導
入
の

検
討

⑥
研

修
の

実
施

④
適

正
な

広
報

の
発
信

⑤
集

落
支

援
員

制
度

導
入
の

検
討

⑥
研

修
の

実
施

④
適

正
な

広
報

の
発
信

⑤
集

落
支

援
員

制
度

導
入
の

検
討

⑥
研

修
の

実
施

④
適

正
な

広
報

の
発
信

⑤
集

落
支

援
員

制
度

導
入
の

検
討

⑥
研

修
の

実
施

令
和

３
年

度
（

策
定

時
）

令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度

仕
事

の
改

革

広
報

広
聴

制
度

の
推

進
（

２
）

総
務

課
(
主

)
・

防
災

課
・

関
係

課

概
　

　
要

及
び

取
組

内
容

④
 
広

報
の

充
実

　
法

令
等

に
よ

る
公

表
す

べ
き

情
報

は
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
や

広
報

誌
等

で
適

時
適

正
に

行
う

。

⑤
 
集

落
支

援
員

※
の

活
用

　
　

行
政

と
地

域
住

民
と

の
連

携
を

図
り

、
そ

の
地

域
の

抱
え

る
課

題
を

解
決

す
る

た
め

、
集

落
支

援
員

を
活

用
す

る
。

　
（

※
集

落
支

援
員

：
地

域
の

実
情

に
詳

し
く

、
集

落
対

策
の

推
進

に
関

し
て

ノ
ウ

ハ
ウ

・
知

見
を

有
し

た
人

材
が

地
方

自
治

体
か

ら
の

委
嘱

を
受

け
、

市
町

村
職

員
と

連
携

し、
　

　
　

　
　

　
　

　
　

集
落

へ
の

「
目

配
り

」
と

し
て

集
落

の
巡

回
、

状
況

把
握

等
を

実
施

。
）

⑥
 
危

機
管

理
能

力
の

向
上

　
危

機
管

理
の

住
民

説
明

会
や

防
災

訓
練

等
の

実
施

、
避

難
誘

導
表

示
板

等
の

設
置

な
ど

の
整

備
を

図
る

。
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柱
１

取
組

項
目

1
-
6

担
当

課

年
度

別
計

画

仕
事

の
改

革

概
　

　
要

及
び

取
組

内
容

①
 
平

日
開

庁
時

間
延

長
の

検
討

　
村

民
サ

ー
ビ

ス
の

向
上

の
た

め
、

窓
口

開
庁

時
間

内
に

来
ら

れ
な

い
方

へ
の

対
応

と
し

て
、

現
在

の
火

曜
日

の
延

長
窓

口
に

と
ど

ま
ら

ず
、

フ
レ

ッ
ク

ス
勤

務
の

導
入

に
よ

り
、

対
応

時
間

の
拡

大
を

図
る

。

②
 
土

日
開

庁
等

の
検

討
　

村
民

サ
ー

ビ
ス

の
向

上
の

た
め

、
土

日
の

開
庁

に
つ

い
て

も
検

討
す

る
。

窓
口

開
庁

時
間

の
拡

大
総

務
課

(
主

)
・

住
民

生
活

課
・

税
務

課
・

福
祉

課
・

健
康

推
進

課
・

関
係

課

令
和

８
年

度

①
未

実
施

②
未

実
施

①
関

係
課

に
よ

る
検

討
開
始

②
関

係
課

に
よ

る
検

討
開
始

（
取

扱
い

業
務

の
選

定
等
）

①
関

係
課

に
よ

る
検

討
の
継

続 ②
関

係
課

に
よ

る
検

討
の
継

続

①
導

入
の

場
合

は
、

関
係
課

に
よ

る
導

入
の

準
備

②
導

入
の

場
合

は
、

関
係
課

に
よ

る
導

入
の

準
備

①
導

入
の

場
合

は
、

新
庁
舎

で
の

窓
口

業
務

に
伴

い
時
間

延
長

を
開
始

②
導

入
の

場
合

は
、

新
庁
舎

で
の

窓
口

業
務

に
伴

い
土
日

開
庁

を
開
始

①
導

入
の

場
合

は
、

引
き
続

き
新

庁
舎

で
の

窓
口

業
務
に

伴
い

時
間

延
長

を
開
始

②
導

入
の

場
合

は
、

引
き
続

き
新

庁
舎

で
の

窓
口

業
務
に

伴
い

土
日

開
庁

を
開
始

令
和

７
年

度
令

和
３

年
度

（
策

定
時

）
令

和
４

年
度

令
和

５
年

度
令

和
６

年
度

①
導

入
の

場
合

は
、

継
続
実

施 ②
導

入
の

場
合

は
、

継
続
実

施

①
導

入
の

場
合

は
、

実
施

②
導

入
の

場
合

は
、

実
施

年
度

別
目

標
－

①
検

討
の

実
施

②
検

討
の

実
施

①
検

討
の

継
続

実
施

②
検

討
の

継
続

実
施

①
導

入
の

場
合

は
、

導
入
準

備 ②
導

入
の

場
合

は
、

導
入
準

備
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柱
２

取
組

項
目

2
-
1

担
当

課

年
度

別
計

画

職
員

（
ヒ

ト
）

の
改

革

概
　

　
要

及
び

取
組

内
容

①
 
職

員
基

本
方

針
の

改
正

　
西

郷
村

職
員

人
材

育
成

基
本

方
針

は
平

成
2
7
年

7
月

の
策

定
か

ら
6
年

が
経

過
し

て
い

る
。

こ
の

間
、

地
方

自
治

体
を

取
り

巻
く

環
境

が
変

化
し

て
い

る
ほ

か
、

経
験

豊
富

な
職

員
の

退
職

に
よ

り
、

若
年

層
の

割
合

が
増

加
し

、
年

齢
構

成
が

大
き

く
変

化
し

て
い

る
。

こ
う

し
た

変
化

に
対

応
す

る
た

め
、

こ
れ

ま
で

以
上

に
職

員
力

・
組

織
力

の
向

上
が

求
め

ら
れ

る
。

　
こ

の
た

め
、

将
来

を
見

据
え

た
人

材
育

成
に

資
す

る
も

の
と

し
て

、
職

員
基

本
方

針
の

改
正

を
行

う
。

②
 
人

事
評

価
制

度
の

導
入

　
社

会
環

境
の

変
化

が
大

き
い

こ
と

か
ら

、
西

郷
村

職
員

人
材

育
成

基
本

方
針

に
基

づ
き

人
事

評
価

制
度

を
再

整
備

し
、

組
織

の
活

性
化

に
つ

な
げ

る
。

職
員

基
本

方
針

を
踏

ま
え

た
人

事
評

価
制

度
の

導
入

総
務

課

令
和

８
年

度

①
未

実
施

②
導

入
に

向
け

検
討
中

①
改

正
に

向
け

検
討

②
制

度
構

築
及

び
試

行
運
用

①
基

本
方

針
の

改
正

②
正

式
運
用

①
基

本
方

針
に

基
づ

き
人
材

育
成

を
行
う

②
運

用
及

び
評

価
結

果
の
活

用
方

法
の

検
討

①
基

本
方

針
に

基
づ

き
人
材

育
成

を
行
う

②
運

用
及

び
評

価
結

果
の
活

用

①
基

本
方

針
に

基
づ

き
人
材

育
成

を
行
う

②
運

用
及

び
評

価
結

果
の
活

用

令
和

７
年

度
令

和
３

年
度

（
策

定
時

）
令

和
４

年
度

令
和

５
年

度
令

和
６

年
度

①
育

成
の

継
続

実
施

②
運

用
及

び
結

果
の

活
用
の

実
施

①
育

成
の

継
続

実
施

②
運

用
及

び
結

果
の

活
用
の

実
施

実
　

　
績

－

①
検

討
を

実
施

②
試

行
運

用
を

実
施

①
改

正
の

実
施

②
運

用
の

実
施

①
育

成
の

実
施

②
運

用
及

び
検

討
の

実
施
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柱
２

取
組

項
目

2
-
2

担
当

課

年
度

別
計

画

職
員

（
ヒ

ト
）

の
改

革

概
　

　
要

及
び

取
組

内
容

①
 
関

係
課

に
よ

る
テ

ー
マ

研
修

の
創

設
　

職
員

の
意

識
改

革
や

能
力

開
発

を
目

的
に

、
関

係
課

に
よ

る
テ

ー
マ

研
修

（
課

題
研

修
）

を
行

う
。

さ
ら

に
、

西
郷

村
役

場
の

枠
を

超
え

企
業

や
他

自
治

体
、

村
民

等
と

と
も

に
政

策
立

案
や

課
題

解
決

を
図

り
、

政
策

形
成

能
力

や
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

能
力

、
企

画
推

察
力

等
を

醸
成

す
る

。

②
 
職

員
の

Ｉ
Ｃ

Ｔ
活

用
ス

キ
ル

の
向

上
　

職
員

間
の

Ｉ
Ｃ

Ｔ
ス

キ
ル

の
格

差
が

あ
る

た
め

、
今

後
、

高
度

化
・

多
様

化
す

る
Ｉ

Ｃ
Ｔ

を
取

り
入

れ
活

用
で

き
る

よ
う

、
ス

マ
ー

ト
自

治
体

へ
の

転
換

を
行

う
に

あ
た

り
、

職
員

個
々

の
Ｉ

Ｃ
Ｔ

ス
キ

ル
の

向
上

を
図

っ
て

い
く

。

③
 
業

務
別

研
修

の
実

施
　

業
務

に
関

す
る

資
格

取
得

及
び

技
能

研
修

を
積

極
的

に
推

進
し

、
自

己
啓

発
、

職
員

の
意

識
向

上
、

ス
キ

ル
ア

ッ
プ

を
図

る
。

各
種

研
修

制
度

の
見

直
し

（
１

）
総

務
課

(
主

)
・

企
画

政
策

課
・

関
係

課

令
和

８
年

度

①
未

実
施

②
未

実
施

③
一

部
実
施

①
研

修
内

容
の

検
討

②
研

修
内

容
の

検
討

③
研

修
内

容
の

検
討

①
研

修
の

実
施

②
研

修
の

実
施

③
研

修
の

実
施

①
研

修
の

継
続

実
施

②
研

修
の

継
続

実
施

③
研

修
の

継
続

実
施

①
研

修
の

継
続

実
施

②
研

修
の

継
続

実
施

③
研

修
の

継
続

実
施

①
研

修
の

継
続

実
施

②
研

修
の

継
続

実
施

③
研

修
の

継
続

実
施

令
和

７
年

度
令

和
３

年
度

（
策

定
時

）
令

和
４

年
度

令
和

５
年

度
令

和
６

年
度

①
テ

ー
マ

研
修

の
実
施

②
研

修
の

実
施

③
研

修
の

実
施

①
テ

ー
マ

研
修

の
実
施

②
研

修
の

実
施

③
研

修
の

実
施

年
度

別
目

標
－

①
検

討
実
施

②
検

討
実
施

③
検

討
実
施

①
テ

ー
マ

研
修

の
実
施

②
研

修
の

実
施

③
研

修
の

実
施

①
テ

ー
マ

研
修

の
実
施

②
研

修
の

実
施

③
研

修
の

実
施
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柱
２

取
組

項
目

2
-
2

担
当

課

④
研

修
回

数
 
1
回

⑤
研

修
回

数
 
2
回

⑥
研

修
回

数
 
1
回

④
研

修
回

数
 
1
回

⑤
研

修
回

数
 
2
回

⑥
研

修
回

数
 
1
回

年
度

別
目

標
－

④
検

討
の

実
施

⑤
検

討
の

実
施

⑥
検

討
の

実
施

④
研

修
回

数
 
1
回

⑤
研

修
回

数
 
2
回

⑥
研

修
回

数
 
1
回

④
研

修
回

数
 
1
回

⑤
研

修
回

数
 
2
回

⑥
研

修
回

数
 
1
回

令
和

７
年

度
令

和
８

年
度

年
度

別
計

画

④
自

治
研

修
セ

ン
タ

ー
で
の

み
実
施

⑤
未

実
施

⑥
未

実
施

④
研

修
内

容
の

検
討

⑤
研

修
内

容
の

検
討

⑥
研

修
内

容
の

検
討

④
研

修
開
始

⑤
研

修
開
始

⑥
研

修
開
始

④
研

修
継
続

⑤
研

修
継
続

⑥
研

修
継
続

④
研

修
継
続

⑤
研

修
継
続

⑥
研

修
継
続

④
研

修
継
続

⑤
研

修
継
続

⑥
研

修
継
続

令
和

３
年

度
（

策
定

時
）

令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度

職
員

（
ヒ

ト
）

の
改

革

各
種

研
修

制
度

の
見

直
し

（
２

）
総

務
課

概
　

　
要

及
び

取
組

内
容

④
 
新

採
用

職
員

の
研

修
改

善
　

実
際

の
業

務
に

必
要

と
な

る
基

本
的

な
研

修
を

実
施

す
る

。
ま

た
、

Ｏ
Ｊ

Ｔ
（

職
場

で
の

実
践

を
通

じ
て

業
務

知
識

を
身

に
つ

け
る

育
成

手
法

）
に

関
し

て
も

人
事

に
て

一
括

し
て

研
修

を
行

う
。

⑤
 
会

計
年

度
任

用
職

員
へ

の
研

修
　

最
低

限
の

基
本

事
項

の
研

修
を

受
け

た
上

で
の

各
課

へ
の

配
属

を
行

う
。

⑥
 
階

層
別

研
修

の
実

施
　

管
理

職
の

議
会

答
弁

研
修

や
係

長
級

の
交

渉
力

研
修

な
ど

、
そ

の
職

務
に

応
じ

た
専

門
研

修
を

行
う

。
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柱
２

取
組

項
目

2
-
3

担
当

課

年
度

別
計

画

職
員

（
ヒ

ト
）

の
改

革

①
 
法

令
順

守
、

モ
ラ

ル
、

ル
ー

ル
の

徹
底

　
村

民
か

ら
の

信
頼

を
高

め
る

た
め

、
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン

ス
の

推
進

体
制

を
確

立
す

る
。

　
職

員
の

一
人

ひ
と

り
の

コ
ン

プ
ラ

イ
ア

ン
ス

意
識

や
事

務
処

理
能

力
を

高
め

、
的

確
な

業
務

の
進

め
方

を
徹

底
す

る
な

ど
、

全
庁

を
あ

げ
て

コ
ン

プ
ラ

イ
ア

ン
ス

の
推

進
に

取
り

組
む

。

②
 
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン

ス
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
策

定
　

組
織

の
隅

々
ま

で
浸

透
さ

せ
る

た
め

の
活

動
や

組
織

体
制

等
に

つ
い

て
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン

ス
プ

ロ
グ

ラ
ム

で
策

定
し

、
法

令
違

反
や

違
反

行
為

に
よ

っ
て

も
た

ら
さ

れ
る

リ
ス

ク
を

最
小

限
度

に
留

め
る

。

概
　

　
要

及
び

取
組

内
容

コ
ン

プ
ラ

イ
ア

ン
ス

の
推

進
総

務
課

令
和

８
年

度

①
未

実
施

②
未

策
定

①
推

進
体

制
設

立
に

向
け
検

討
及

び
準
備

②
プ

ロ
グ

ラ
ム

策
定

の
準
備

①
推

進
体

制
設

立
及

び
コ
ン

プ
ラ

イ
ア

ン
ス

研
修

の
実
施

②
プ

ロ
グ

ラ
ム

策
定

①
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン

ス
の
推

進 ②
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン

ス
プ
ロ

グ
ラ

ム
に

よ
り

法
令

違
反
数

を
最

小
限

と
す
る

①
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン

ス
の
推

進 ②
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン

ス
プ
ロ

グ
ラ

ム
に

よ
り

法
令

違
反
数

を
最

小
限

と
す
る

①
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン

ス
の
推

進 ②
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン

ス
プ
ロ

グ
ラ

ム
に

よ
り

法
令

違
反
数

を
最

小
限

と
す
る

令
和

７
年

度
令

和
３

年
度

（
策

定
時

）
令

和
４

年
度

令
和

５
年

度
令

和
６

年
度

①
研

修
会

実
施

②
法

令
順

守
の

徹
底

①
研

修
会

実
施

②
法

令
順

守
の

徹
底

年
度

別
目

標
－

①
検

討
及

び
準
備

②
策

定
準

備
作
業

①
推

進
体

制
設

立
及

び
研
修

会
実
施

②
プ

ロ
グ

ラ
ム

策
定
 
一

式

①
研

修
会

実
施

②
法

令
順

守
の

徹
底
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柱
２

取
組

項
目

2
-
4

担
当

課

年
度

別
計

画

職
員

（
ヒ

ト
）

の
改

革

概
　

　
要

及
び

取
組

内
容

　
人

口
減

少
な

ど
の

社
会

経
済

環
境

の
変

化
や

ニ
ー

ズ
の

多
様

化
、

さ
ら

に
は

有
事

へ
の

対
応

も
踏

ま
え

、
真

に
必

要
な

行
政

サ
ー

ビ
ス

の
選

択
と

提
供

を
行

う
た

め
、

新
規

採
用

職
員

や
再

任
用

職
員

、
会

計
年

度
任

用
職

員
等

の
人

事
管

理
計

画
を

推
進

す
る

。
　

ま
た

、
令

和
２

年
度

に
導

入
さ

れ
た

会
計

年
度

任
用

職
員

制
度

や
今

後
見

込
ま

れ
る

定
年

引
上

げ
等

に
対

応
し

、
再

任
用

職
員

等
を

含
め

た
組

織
全

体
で

の
行

政
需

要
に

応
え

る
体

制
整

備
を

念
頭

に
定

員
管

理
を

行
い

、
新

た
に

採
用

す
る

者
に

つ
い

て
は

、
民

間
企

業
等

で
の

実
務

経
験

や
国

際
的

な
知

見
を

有
す

る
者

な
ど

、
官

民
の

垣
根

を
越

え
て

多
様

な
有

為
の

人
材

を
公

務
に

誘
致

す
る

こ
と

に
よ

り
時

代
環

境
に

適
応

で
き

る
能

力
を

有
す

る
人

材
の

確
保

等
を

検
討

す
る

。

人
事

管
理

計
画

の
推

進
総

務
課

令
和

８
年

度

・
定

年
引

上
げ

の
制

度
等
に

対
応

し
た

人
事

管
理

計
画
は

未
策
定

・
新

た
な

制
度

で
の

人
事
管

理
計

画
の

策
定

・
人

事
管

理
計

画
の

推
進

・
人

事
管

理
計

画
の

推
進

・
人

事
管

理
計

画
の

推
進

・
人

事
管

理
計

画
の

推
進

令
和

７
年

度
令

和
３

年
度

（
策

定
時

）
令

和
４

年
度

令
和

５
年

度
令

和
６

年
度

・
推

進
の

実
施

・
推

進
の

実
施

年
度

別
目

標
－

・
計

画
策

定
 
一

式
・

推
進

の
実
施

・
推

進
の

実
施
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柱
３

取
組

項
目

3
-
1

担
当

課

年
度

別
計

画

働
き

方
の

改
革

概
　

　
要

及
び

取
組

内
容

①
 
徹

底
し

た
超

過
勤

務
の

縮
減

　
多

様
な

働
き

方
や

日
常

生
活

の
充

実
に

よ
っ

て
仕

事
効

率
・

パ
フ

ォ
ー

マ
ン

ス
が

向
上

し
、

個
人

の
時

間
を

持
て

る
豊

か
な

生
活

が
送

れ
る

よ
う

ワ
ー

ク
・

ラ
イ

フ
バ

ラ
ン

ス
の

実
現

を
目

指
す

た
め

、
引

き
続

き
ノ

ー
残

業
デ

ー
を

実
施

す
る

ほ
か

、
上

限
を

超
え

る
時

間
外

勤
務

の
要

因
の

検
証

及
び

改
善

を
行

い
、

徹
底

し
た

超
過

勤
務

の
縮

減
を

図
る

。

②
 
各

種
休

暇
の

取
得

促
進

　
柔

軟
で

多
様

な
働

き
方

の
定

着
を

図
る

た
め

、
年

次
休

暇
、

病
気

休
暇

、
特

別
休

暇
等

の
各

種
休

暇
の

取
得

を
促

進
す

る
。

③
 
人

事
配

置
の

配
慮

　
職

員
本

人
の

意
向

の
み

な
ら

ず
、

家
庭

の
事

情
に

配
慮

し
た

人
事

配
置

を
行

う
。

④
 
フ

レ
ッ

ク
ス

タ
イ

ム
制

度
の

導
入

　
よ

り
働

き
や

す
く

す
る

た
め

、
フ

レ
ッ

ク
ス

タ
イ

ム
制

度
の

導
入

を
検

討
す

る
。

ワ
ー

ク
・

ラ
イ

フ
・

バ
ラ

ン
ス

の
推

進
総

務
課

(
主

)
、

関
係

課

令
和

８
年

度

①
ノ

ー
残

業
デ

ー
の

実
施

②
各

種
休

暇
取

得
希

望
者
の

取
得

率
 
1
0
0％

③
一

部
実
施

④
未

実
施

①
上

限
を

超
え

る
時

間
外
勤

務
の

要
因

の
検

証
及

び
改
善

②
各

種
休

暇
取

得
の

推
進

③
課

題
抽

出
等

、
導

入
の
検

討 ④
課

題
抽

出
等

、
導

入
の
検

討

①
上

限
を

超
え

る
時

間
外
勤

務
の

要
因

の
検

証
及

び
改
善

②
各

種
休

暇
取

得
の

推
進

③
導

入
の

場
合

は
導
入

④
導

入
の

場
合

は
、

導
入
プ

ラ
ン

の
検
討

①
上

限
を

超
え

る
時

間
外
勤

務
の

要
因

の
検

証
及

び
改
善

②
各

種
休

暇
取

得
の

推
進

③
導

入
の

場
合

は
導
入

④
導

入
の

場
合

は
、

導
入
の

準
備

①
上

限
を

超
え

る
時

間
外
勤

務
の

要
因

の
検

証
及

び
改
善

②
各

種
休

暇
取

得
の

推
進

③
導

入
の

場
合

は
導
入

④
導

入
の

場
合

は
、

施
行
導

入

①
上

限
を

超
え

る
時

間
外
勤

務
の

要
因

の
検

証
及

び
改
善

②
各

種
休

暇
取

得
の

推
進

③
導

入
の

場
合

は
導
入

④
導

入
の

場
合

は
、

本
格
導

入

令
和

７
年

度
令

和
３

年
度

（
策

定
時

）
令

和
４

年
度

令
和

５
年

度
令

和
６

年
度

①
上

限
時

間
を

超
え

る
時
間

外
勤

務
を

行
う

職
員
 
0
名

②
各

種
休

暇
取

得
希

望
者
の

取
得

率
 
1
0
0％

③
年

度
計

画
の

実
施

④
年

度
計

画
の

実
施

①
上

限
時

間
を

超
え

る
時
間

外
勤

務
を

行
う

職
員
 
0
名

②
各

種
休

暇
取

得
希

望
者
の

取
得

率
 
1
0
0％

③
年

度
計

画
の

実
施

④
年

度
計

画
の

実
施

年
度

別
目

標
－

①
上

限
時

間
を

超
え

る
時
間

外
勤

務
を

行
う

職
員
 
0
名

②
各

種
休

暇
取

得
希

望
者
の

取
得

率
 
1
0
0％

③
年

度
計

画
の

実
施

④
年

度
計

画
の

実
施

①
上

限
時

間
を

超
え

る
時
間

外
勤

務
を

行
う

職
員
 
0
名

②
各

種
休

暇
取

得
希

望
者
の

取
得

率
 
1
0
0％

③
年

度
計

画
の

実
施

④
年

度
計

画
の

実
施

①
上

限
時

間
を

超
え

る
時
間

外
勤

務
を

行
う

職
員
 
0
名

②
各

種
休

暇
取

得
希

望
者
の

取
得

率
 
1
0
0％

③
年

度
計

画
の

実
施

④
年

度
計

画
の

実
施
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柱
３

取
組

項
目

3
-
2

担
当

課

・
年

度
計

画
の

実
施

・
年

度
計

画
の

実
施

年
度

別
目

標
－

・
年

度
計

画
の

実
施

・
年

度
計

画
の

実
施

・
年

度
計

画
の

実
施

令
和

７
年

度
令

和
８

年
度

年
度

別
計

画

・
未

実
施

・
推

進
体

制
の

構
築

（
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

チ
ー

ム
の

結
成

等
）

・
現

状
把

握
、

課
題

の
整
理

・
ハ

ー
ド

面
、

ソ
フ

ト
面
の

環
境

整
備

・
試

行
実

施
及

び
課

題
の
整

理
・

本
格

実
施

令
和

３
年

度
（

策
定

時
）

令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度

働
き

方
の

改
革

テ
レ

ワ
ー

ク
勤

務
制

度
の

推
進

総
務

課
(
主

)
・

企
画

政
策

課
・

関
係

課

概
　

　
要

及
び

取
組

内
容

　
働

き
方

改
革

が
国

・
地

方
自

治
体

・
企

業
の

喫
緊

の
課

題
と

し
て

位
置

づ
け

ら
れ

て
い

る
こ

と
を

踏
ま

え
、

職
員

・
職

場
の

理
解

を
高

め
、

テ
レ

ワ
ー

ク
利

用
者

を
増

や
し

テ
レ

ワ
ー

ク
の

定
着

を
図

る
。

　
ま

た
、

在
宅

や
庁

外
業

務
の

た
め

の
人

事
・

労
務

管
理

の
在

り
方

や
業

務
内

容
な

ど
も

見
直

し
を

図
っ

て
い

く
。
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柱
３

取
組

項
目

3
-
3

担
当

課

年
度

別
計

画

働
き

方
の

改
革

概
　

　
要

及
び

取
組

内
容

①
 
産

業
医

の
確

保
　

労
働

管
理

の
徹

底
を

は
か

る
た

め
産

業
医

を
確

保
し

、
安

全
と

健
康

を
確

保
す

る
。

②
 
各

種
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
対

策
　

セ
ク

シ
ュ

ア
ル

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

、
パ

ワ
ー

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

な
ど

の
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
防

止
対

策
に

つ
い

て
は

、
職

員
の

意
識

改
革

、
職

場
の

環
境

対
策

に
努

め
る

。

③
 
健

康
診

断
等

の
実

施
　

労
働

安
全

衛
生

法
に

基
づ

き
、

職
員

に
対

す
る

健
康

診
断

を
実

施
す

る
。

④
 
ス

ト
レ

ス
チ

ェ
ッ

ク
の

継
続

　
平

成
2
4
年

か
ら

始
ま

っ
た

ス
ト

レ
ス

チ
ェ

ッ
ク

を
引

き
続

き
実

施
し

、
メ

ン
タ

ル
ヘ

ル
ス

の
未

然
防

止
等

に
つ

な
げ

る
。

職
員

の
安

全
と

健
康

の
確

保
総

務
課

令
和

８
年

度

①
産

業
医

候
補

者
と

の
協
議

②
要

綱
策

定
済
み

③
人

間
ド

ッ
ク

受
診
率

5
5
％

④
対

象
者

の
実

施
率
 
1
0
0％

①
産

業
医

候
補

者
と

の
協
議

の
継
続

②
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
防

止
研
修

の
開
催

③
検

診
未

受
診

者
へ

の
受
診

勧
奨

④
チ

ェ
ッ

ク
の

継
続

実
施

①
産

業
医

と
の

委
託

契
約
開

始 ②
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
防

止
研
修

の
開
催

③
検

診
未

受
診

者
へ

の
受
診

勧
奨

④
チ

ェ
ッ

ク
の

継
続

実
施

①
産

業
医

と
の

委
託

契
約
継

続 ②
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
防

止
研
修

の
開
催

③
検

診
未

受
診

者
へ

の
受
診

勧
奨

④
チ

ェ
ッ

ク
の

継
続

実
施

①
産

業
医

と
の

委
託

契
約
継

続 ②
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
防

止
研
修

の
開
催

③
検

診
未

受
診

者
へ

の
受
診

勧
奨

④
チ

ェ
ッ

ク
の

継
続

実
施

①
産

業
医

と
の

委
託

契
約
継

続 ②
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
防

止
研
修

の
開
催

③
検

診
未

受
診

者
へ

の
受
診

勧
奨

④
チ

ェ
ッ

ク
の

継
続

実
施

令
和

７
年

度
令

和
３

年
度

（
策

定
時

）
令

和
４

年
度

令
和

５
年

度
令

和
６

年
度

①
産

業
医

勧
告

に
基

づ
く
職

場
環

境
の

改
善

②
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
防

止
研
修

の
受

講
率
 
1
0
0％

③
対

象
者

の
健

康
診

断
の
受

診
率
 
1
0
0％

④
対

象
者

の
実

施
率
 
1
0
0％

①
産

業
医

勧
告

に
基

づ
く
職

場
環

境
の

改
善

②
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
防

止
研
修

の
受

講
率
 
1
0
0％

③
対

象
者

の
健

康
診

断
の
受

診
率
 
1
0
0％

④
対

象
者

の
実

施
率
 
1
0
0％

年
度

別
目

標
－

①
産

業
医

の
選
任

②
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
防

止
研
修

の
受

講
率
 
1
0
0％

③
対

象
者

の
健

康
診

断
の
受

診
率
 
1
0
0％

④
対

象
者

の
実

施
率
 
1
0
0％

①
産

業
医

勧
告

に
基

づ
く
職

場
環

境
の

改
善

②
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
防

止
研
修

の
受

講
率
 
1
0
0％

③
対

象
者

の
健

康
診

断
の
受

診
率
 
1
0
0％

④
対

象
者

の
実

施
率
 
1
0
0％

①
産

業
医

勧
告

に
基

づ
く
職

場
環

境
の

改
善

②
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
防

止
研
修

の
受

講
率
 
1
0
0％

③
対

象
者

の
健

康
診

断
の
受

診
率
 
1
0
0％

④
対

象
者

の
実

施
率
 
1
0
0％
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柱
３

取
組

項
目

3
-
4

担
当

課

年
度

別
計

画

働
き

方
の

改
革

概
　

　
要

及
び

取
組

内
容

①
 
Ａ

Ｉ
－

Ｏ
Ｃ

Ｒ
＊
の

活
用

　
自

治
体

業
務

に
お

け
る

紙
帳

票
の

デ
ジ

タ
ル

化
を

は
じ

め
、

ス
マ

ー
ト

自
治

体
へ

の
転

換
に

向
け

た
住

民
の

利
便

性
と

向
上

、
さ

ら
に

は
働

き
方

改
革

を
推

進
し

定
型

作
業

の
付

加
軽

減
・

効
率

化
を

行
う

た
め

、
Ａ

Ｉ
－

Ｏ
Ｃ

Ｒ
を

積
極

的
に

導
入

す
る

。
（

※
Ａ

Ｉ
－

Ｏ
Ｃ

Ｒ
：

Ａ
Ｉ

（
A
r
t
i
f
i
c
i
a
l
 
I
n
t
e
l
l
i
g
e
n
c
e）

と
Ｏ

Ｃ
Ｒ

（
O
p
t
i
c
a
l
 
C
h
a
r
a
c
t
e
r
 
R
e
c
o
g
n
i
t
i
o
n）

の
頭

文
字

で
、

手
書

き
書

類
や

帳
票

の
文

字
を

、
Ａ

Ｉ
技

術
を

用
い

て
高
精

度
で

読
み

取
り

デ
ー

タ
化

す
る

サ
ー

ビ
ス

。
）

②
 
Ｒ

Ｐ
Ａ

＊
の

活
用

　
社

会
全

体
と

し
て

労
働

力
が

圧
倒

的
に

不
足

す
る

一
方

で
、

村
民

の
ニ

ー
ズ

が
多

様
化

し
て

い
く

今
後

は
、

労
働

力
を

民
間

に
委

ね
る

だ
け

で
な

く
Ｒ

Ｐ
Ａ

等
の

革
新

的
技

術
を

積
極

的
に

活
用

す
る

こ
と

が
求

め
ら

れ
て

い
る

。
ま

た
、

デ
ジ

タ
ル

技
術

の
導

入
は

業
務

を
改

善
す

る
有

力
な

ツ
ー

ル
で

あ
り

、
限

ら
れ

た
経

営
資

源
の

中
で

持
続

可
能

な
行

政
サ

ー
ビ

ス
を

提
供

し
続

け
る

た
め

に
積

極
的

に
導

入
す

る
。

（
※

Ｒ
Ｐ

Ａ
：
R
o
b
o
t
i
c
 
P
r
o
c
e
s
s
 
A
u
t
i
m
a
t
i
o
nの

頭
文

字
で

、
Ｐ

Ｃ
内

の
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
ロ

ボ
ッ

ト
が

デ
ク

ス
ワ

ー
ク

を
自

動
で

処
理

す
る

能
力

。
）

Ｉ
Ｃ

Ｔ
活

用
に

よ
る

業
務

効
率

化
の

推
進

企
画

政
策

課
(
主

)
・

関
係

課

令
和

８
年

度

①
Ａ

Ｉ
－

Ｏ
Ｃ

Ｒ
の

導
入

②
Ｒ

Ｐ
Ａ

の
一

部
導
入

①
Ａ

Ｉ
－

Ｏ
Ｃ

Ｒ
の

導
入
業

務
の

検
討

②
Ｒ

Ｐ
Ａ

の
導

入
業

務
の
検

討

①
Ａ

Ｉ
－

Ｏ
Ｃ

Ｒ
の

導
入
計

画
の

立
案

②
Ｒ

Ｐ
Ａ

の
導

入
計

画
の
立

案

①
Ａ

Ｉ
－

Ｏ
Ｃ

Ｒ
の

導
入
手

続
き

②
Ｒ

Ｐ
Ａ

の
導

入
手

続
き

①
Ａ

Ｉ
－

Ｏ
Ｃ

Ｒ
の

導
入

②
Ｒ

Ｐ
Ａ

の
導
入

①
Ａ

Ｉ
－

Ｏ
Ｃ

Ｒ
の

導
入

②
Ｒ

Ｐ
Ａ

の
導
入

令
和

７
年

度
令

和
３

年
度

（
策

定
時

）
令

和
４

年
度

令
和

５
年

度
令

和
６

年
度

①
導

入
率
 
1
0
0
%（

導
入
済

業
務

／
導

入
検

討
業

務
）

②
導

入
率
 
1
0
0
%（

導
入
済

業
務

／
導

入
検

討
業

務
）

①
導

入
率
 
1
0
0
%（

導
入
済

業
務

／
導

入
検

討
業

務
）

②
導

入
率
 
1
0
0
%（

導
入
済

業
務

／
導

入
検

討
業

務
）

年
度

別
目

標
－

①
導

入
率
 
0
%（

導
入

済
業

務
／

導
入

検
討

業
務
）

②
導

入
率
 
0
%（

導
入

済
業

務
／

導
入

検
討

業
務
）

①
導

入
率
 
0
%（

導
入

済
業

務
／

導
入

検
討

業
務
）

②
導

入
率
 
0
%（

導
入

済
業

務
／

導
入

検
討

業
務
）

①
導

入
率
 
1
0
0
%（

導
入
済

業
務

／
導

入
検

討
業

務
）

②
導

入
率
 
1
0
0
%（

導
入
済

業
務

／
導

入
検

討
業

務
）
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柱
３

取
組

項
目

3
-
5

担
当

課

年
度

別
計

画

働
き

方
の

改
革

概
　

　
要

及
び

取
組

内
容

①
 
民

間
委

託
　

村
が

直
接

実
施

す
べ

き
も

の
を

除
き

、
一

定
規

模
以

上
で

民
間

の
資

金
・

ノ
ウ

ハ
ウ

の
活

用
に

よ
り

サ
ー

ビ
ス

の
質

の
向

上
、

行
政

運
営

の
効

率
化

が
図

ら
れ

る
事

業
は

、
必

要
な

監
督

権
を

留
保

し
つ

つ
優

先
的

に
民

間
委

託
を

検
討

す
る

。

②
 
指

定
管

理
者

　
民

間
企

業
の

ノ
ウ

ハ
ウ

を
等

を
活

用
す

る
こ

と
に

よ
り

、
よ

り
効

率
的

で
効

果
的

な
管

理
運

営
を

行
い

、
住

民
サ

ー
ビ

ス
の

さ
ら

な
る

向
上

と
行

政
コ

ス
ト

の
縮

減
を

図
る

。

③
 
Ｐ

Ｐ
Ｐ

／
Ｐ

Ｆ
Ｉ

の
検

討
　

公
共

施
設

等
の

整
備

・
運

営
は

、
施

設
の

状
況

、
整

備
の

内
容

、
有

効
性

、
効

率
性

等
を

判
断

し
な

が
ら

Ｐ
Ｆ

Ｉ
／

Ｐ
Ｐ

Ｐ
手

法
の

導
入

を
含

め
、

総
合

的
に

事
業

手
法

を
検

討
す

る
。

民
間

活
力

の
導

入
財

政
課

(
主

)
・

企
画

政
策

課
・

総
務

課
・

関
係

課

令
和

８
年

度

①
特

に
な
し

②
特

に
な
し

③
特

に
な
し

①
民

間
委

託
・

運
営

等
に
つ

い
て

検
討

②
指

定
管

理
者

の
管

理
運
営

に
係

る
評

価
制

度
の

導
入
の

検
討

③
制

度
導

入
の

可
能

性
の
検

討

①
引

き
続

き
検
討

②
引

き
続

き
検
討

③
引

き
続

き
検
討

①
導

入
の

場
合

は
、

導
入
の

準
備

②
導

入
の

場
合

は
、

導
入
の

準
備

③
引

き
続

き
検
討

①
導

入
の

場
合

は
導
入

②
導

入
の

場
合

は
導
入

③
引

き
続

き
検
討

①
導

入
の

場
合

は
導
入

②
導

入
の

場
合

は
導
入

③
引

き
続

き
検
討

令
和

７
年

度
令

和
３

年
度

（
策

定
時

）
令

和
４

年
度

令
和

５
年

度
令

和
６

年
度

①
導

入
件

数
 
1
件

②
導

入
率
 
1
0
0％

③
検

討
実
施

①
導

入
件

数
 
1
件

②
導

入
率
 
5
0％

③
検

討
実
施

年
度

別
目

標
－

①
導

入
件

数
 
0
件

②
導

入
率
 
0
％

③
検

討
実
施

①
導

入
件

数
 
0
件

②
導

入
率
 
0
％

③
検

討
実
施

①
導

入
件

数
 
0
件

②
導

入
率
 
0
％

③
検

討
実
施
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柱
４

取
組

項
目

4
-
1

担
当

課

年
度

別
計

画

歳
入

・
歳

出
の

改
革

　
村

が
実

施
す

る
補

助
事

業
に

つ
い

て
客

観
的

な
視

点
を

取
り

入
れ

る
た

め
、

第
三

者
機

関
を

立
ち

上
げ

、
補

助
制

度
の

審
査

を
行

い
、

制
度

の
適

正
化

に
努

め
る

ほ
か

、
方

向
性

及
び

費
用

対
効

果
に

つ
い

て
検

討
す

る
。

　
ま

た
、

各
種

団
体

へ
の

補
助

に
つ

い
て

は
、

団
体

に
対

す
る

補
助

で
は

な
く

実
施

事
業

に
対

す
る

補
助

に
切

り
替

え
る

な
ど

の
見

直
し

を
行

っ
て

い
く

。

概
　

　
要

及
び

取
組

内
容

村
の

補
助

金
制

度
の

見
直

し
財

政
課

(
主

)
・

関
係

課

令
和

８
年

度

・
西

郷
村

補
助

金
等

交
付
基

準
（

平
成
2
8
年

策
定

）
に
よ

り
適

正
化

、
効

率
化

を
運
用

・
補

助
金

適
正

化
ガ

イ
ド
ラ

イ
ン

の
検

討
及

び
策
定

・
第

三
者

機
関

の
設

置
及
び

委
員

選
考

・
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
の

方
針
に

よ
る

見
直

し
の

開
始

・
第

三
者

機
関

に
よ

る
検
討

開
始

（
必

要
性

や
方

向
性
の

検
討
）

・
方

針
に

よ
る

見
直

し
の
継

続 ・
第

三
者

機
関

に
よ

る
検
討

の
継

続
（

必
要

性
や

方
向
性

の
検

討
）

・
方

針
に

よ
る

見
直

し
の
継

続 ・
第

三
者

機
関

に
よ

る
検
討

の
継

続
（

必
要

性
や

方
向
性

の
検

討
）

・
方

針
に

よ
る

見
直

し
の
継

続 ・
第

三
者

機
関

に
よ

る
検
討

の
継

続
（

必
要

性
や

方
向
性

の
検

討
）

令
和

７
年

度
令

和
３

年
度

（
策

定
時

）
令

和
４

年
度

令
和

５
年

度
令

和
６

年
度

・
補

助
事

業
の

見
直

し
件
数

8
件

・
補

助
事

業
の

見
直

し
件
数

6
件

年
度

別
目

標
－

・
補

助
事

業
の

見
直

し
件
数

0
件

・
補

助
事

業
の

見
直

し
件
数

2
件

・
補

助
事

業
の

見
直

し
件
数

4
件
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柱
４

取
組

項
目

4
-
2

担
当

課

年
度

別
計

画

歳
入

・
歳

出
の

改
革

概
　

　
要

及
び

取
組

内
容

①
 
補

助
金

、
交

付
金

等
の

有
効

活
用

　
補

助
制

度
や

交
付

金
制

度
の

有
効

活
用

を
は

か
り

、
財

源
の

確
保

を
図

る
。

②
 
遊

休
村

有
地

の
活

用
計

画
　

村
有

財
産

利
活

用
方

針
の

策
定

な
ど

、
未

利
用

地
の

利
活

用
を

進
め

る
。

③
 
村

税
等

の
収

納
対

策
　

村
税

、
国

民
健

康
保

険
税

、
介

護
保

険
料

、
村

営
住

宅
使

用
料

等
の

収
入

率
向

上
に

よ
り

財
源

を
確

実
に

確
保

す
る

と
と

も
に

、
適

正
な

債
権

管
理

に
努

め
、

持
続

可
能

な
財

政
運

営
に

取
り

組
む

。
　

ま
た

、
電

子
マ

ネ
ー

利
用

に
よ

る
公

金
の

収
納

、
キ

ャ
ッ

シ
ュ

レ
ス

化
の

加
速

に
よ

っ
て

、
公

金
（

現
金

）
輸

送
方

法
及

び
保

管
、

現
金

の
管

理
な

ど
出

納
事

務
の

適
正

化
及

び
効

率
化

を
図

る
。

④
 
資

機
材

や
事

務
用

品
等

備
品

の
払

い
下

げ
　

不
用

と
な

っ
た

事
務

用
品

や
備

品
等

を
廃

棄
す

る
の

で
は

な
く

、
ネ

ッ
ト

オ
ー

ク
シ

ョ
ン

等
に

出
品

す
る

。

財
源

の
開

拓
と

確
保

財
政

課
(
主

)
・

税
務

課
・

建
設

課
・

関
係

課

令
和

８
年

度

①
範

囲
内

で
活
用

②
適

宜
対
応

③
コ

ン
ビ

ニ
納

付
、

キ
ャ
ッ

シ
ュ

レ
ス

決
済

の
導
入

④
ネ

ッ
ト

オ
ー

ク
シ

ョ
ン
の

参
画

①
様

々
な

補
助

金
等

の
情
報

収
集

の
実
施

②
村

有
財

産
利

活
用

方
針
の

策
定

の
検
討

③
多

様
な

収
納

方
法

の
検
討

④
ネ

ッ
ト

オ
ー

ク
シ

ョ
ン
出

品
内

容
の

検
討

①
補

助
金

等
の

活
用

②
村

有
財

産
利

活
用

方
針
の

策
定

③
多

様
な

収
納

方
法

の
検
討

及
び

導
入

④
検

討
し

た
品

の
ネ

ッ
ト

オ
ー

ク
シ

ョ
ン

へ
の

参
加

①
補

助
金

等
の

活
用

②
村

有
財

産
利

活
用

方
針
に

基
づ

き
利

活
用

を
図
る

③
多

様
な

収
納

方
法

の
検
討

及
び

導
入

④
検

討
し

た
品

の
ネ

ッ
ト

オ
ー

ク
シ

ョ
ン

へ
の

参
加

①
補

助
金

等
の

活
用

②
村

有
財

産
利

活
用

方
針
に

基
づ

き
利

活
用

を
図
る

③
多

様
な

収
納

方
法

の
検
討

及
び

導
入

④
検

討
し

た
品

の
ネ

ッ
ト

オ
ー

ク
シ

ョ
ン

へ
の

参
加

①
補

助
金

等
の

活
用

②
村

有
財

産
利

活
用

方
針
に

基
づ

き
利

活
用

を
図
る

③
多

様
な

収
納

方
法

の
検
討

及
び

導
入

④
検

討
し

た
品

の
ネ

ッ
ト

オ
ー

ク
シ

ョ
ン

へ
の

参
加

令
和

７
年

度
令

和
３

年
度

（
策

定
時

）
令

和
４

年
度

令
和

５
年

度
令

和
６

年
度

①
新

た
な

補
助

金
の

活
用
件

数
 
4
件

②
利

活
用

件
数
 
1
件

③
新

た
な

収
納

方
法

の
導
入

4
件

④
ネ

ッ
ト

オ
ー

ク
シ

ョ
ン
の

出
品

件
数
 
2
0件

①
新

た
な

補
助

金
の

活
用
件

数
 
3
件

②
利

活
用

件
数
 
1
件

③
新

た
な

収
納

方
法

の
導
入

3
件

④
ネ

ッ
ト

オ
ー

ク
シ

ョ
ン
の

出
品

件
数
 
1
5件

年
度

別
目

標
－

①
新

た
な

補
助

金
の

活
用
件

数
 
0
件

②
活

用
方

針
の

策
定
 
一

式

③
新

た
な

収
納

方
法

の
導
入

0
件

④
ネ

ッ
ト

オ
ー

ク
シ

ョ
ン
の

出
品

件
数
 
0
件

①
新

た
な

補
助

金
の

活
用
件

数
 
1
件

②
活

用
方

針
の

策
定
 
一

式

③
新

た
な

収
納

方
法

の
導
入

1
件

④
ネ

ッ
ト

オ
ー

ク
シ

ョ
ン
の

出
品

件
数
 
5
件

①
新

た
な

補
助

金
の

活
用
件

数
 
2
件

②
利

活
用

件
数
 
0
件

③
新

た
な

収
納

方
法

の
導
入

2
件

④
ネ

ッ
ト

オ
ー

ク
シ

ョ
ン
の

出
品

件
数
 
1
0件
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柱
４

取
組

項
目

4
-
3

担
当

課

年
度

別
計

画

歳
入

・
歳

出
の

改
革

概
　

　
要

及
び

取
組

内
容

　
施

設
利

用
や

各
種

サ
ー

ビ
ス

提
供

に
お

け
る

利
用

者
負

担
に

つ
い

て
、

公
平

性
の

観
点

か
ら

、
行

政
サ

ー
ビ

ス
に

お
け

る
受

益
者

と
負

担
の

適
正

化
を

図
る

。

受
益

者
負

担
の

適
正

化
財

政
課

(
主

)
・

関
係

課

令
和

８
年

度

・
特

に
な
し

・
｢
受

益
者

負
担

の
適

正
化

に
関

す
る

基
本

方
針

」
の
策

定
準

備
作
業

・
「

受
益

者
負

担
の

適
正
化

に
関

す
る

基
本

方
針

」
の
策

定

・
｢
受

益
者

負
担

の
適

正
化

に
関

す
る

基
本

方
針

」
に
よ

り
検

討
開
始

・
｢
受

益
者

負
担

の
適

正
化

に
関

す
る

基
本

方
針

」
に
よ

り
引

き
続

き
検
討

・
｢
受

益
者

負
担

の
適

正
化

に
関

す
る

基
本

方
針

」
に
よ

り
引

き
続

き
検
討

令
和

７
年

度
令

和
３

年
度

（
策

定
時

）
令

和
４

年
度

令
和

５
年

度
令

和
６

年
度

・
見

直
し

件
数
 
6
件

・
見

直
し

件
数
 
4
件

年
度

別
目

標
－

・
見

直
し
 
0
件

・
見

直
し

件
数
 
0
件

・
見

直
し

件
数
 
2
件
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柱
４

取
組

項
目

4
-
4

担
当

課

年
度

別
計

画

歳
入

・
歳

出
の

改
革

概
　

　
要

及
び

取
組

内
容

①
 
特

別
会

計
　

墓
地

・
国

民
健

康
保

険
・

介
護

保
険

事
業

・
後

期
高

齢
者

医
療

特
別

会
計

の
健

全
経

営
を

推
進

し
、

村
全

体
の

財
政

健
全

化
に

努
め

る
。

②
 
企

業
会

計
　

水
道

事
業

・
工

業
用

水
道

事
業

・
下

水
道

事
業

の
安

定
的

か
つ

効
率

的
な

サ
ー

ビ
ス

を
村

民
及

び
企

業
に

提
供

す
る

た
め

、
独

立
採

算
の

原
則

に
基

づ
く

健
全

経
営

の
確

保
に

努
め

る
。

特
別

会
計

・
企

業
会

計
の

健
全

経
営

の
維

持
住

民
生

活
課

、
健

康
推

進
課

、
上

下
水

道
課

令
和

８
年

度

①
適

宜
実
施

②
適

宜
実
施

①
各

種
特

別
会

計
の

事
業
内

容
を

精
査

す
る

と
と

も
に
、

保
険

料
等

の
適

正
化

、
適
切

な
徴

収
に

努
め
る

②
事

業
内

容
を

精
査

し
、
料

金
等

の
受

益
者

負
担

の
適
正

化
、

適
切

な
徴

収
に

努
め
る

①
各

種
特

別
会

計
の

事
業
内

容
を

精
査

す
る

と
と

も
に
、

保
険

料
等

の
適

正
化

、
適
切

な
徴

収
に

努
め
る

②
事

業
内

容
を

精
査

し
、
料

金
等

の
受

益
者

負
担

の
適
正

化
、

適
切

な
徴

収
に

努
め
る

①
各

種
特

別
会

計
の

事
業
内

容
を

精
査

す
る

と
と

も
に
、

保
険

料
等

の
適

正
化

、
適
切

な
徴

収
に

努
め
る

②
事

業
内

容
を

精
査

し
、
料

金
等

の
受

益
者

負
担

の
適
正

化
、

適
切

な
徴

収
に

努
め
る

①
各

種
特

別
会

計
の

事
業
内

容
を

精
査

す
る

と
と

も
に
、

保
険

料
等

の
適

正
化

、
適
切

な
徴

収
に

努
め
る

②
事

業
内

容
を

精
査

し
、
料

金
等

の
受

益
者

負
担

の
適
正

化
、

適
切

な
徴

収
に

努
め
る

①
各

種
特

別
会

計
の

事
業
内

容
を

精
査

す
る

と
と

も
に
、

保
険

料
等

の
適

正
化

、
適
切

な
徴

収
に

努
め
る

②
事

業
内

容
を

精
査

し
、
料

金
等

の
受

益
者

負
担

の
適
正

化
、

適
切

な
徴

収
に

努
め
る

令
和

７
年

度
令

和
３

年
度

（
策

定
時

）
令

和
４

年
度

令
和

５
年

度
令

和
６

年
度

・
〈

特
別

会
計

〉
財

政
健
全

化
４

指
標
 
基

準
以
下

・
〈

企
業

会
計

〉
資

金
不
足

比
率
 
0
％

・
〈

特
別

会
計

〉
財

政
健
全

化
４

指
標
 
基

準
以
下

・
〈

企
業

会
計

〉
資

金
不
足

比
率
 
0
％

年
度

別
目

標
－

・
〈

特
別

会
計

〉
財

政
健
全

化
４

指
標
 
基

準
以
下

・
〈

企
業

会
計

〉
資

金
不
足

比
率
 
0
％

・
〈

特
別

会
計

〉
財

政
健
全

化
４

指
標
 
基

準
以
下

・
〈

企
業

会
計

〉
資

金
不
足

比
率
 
0
％

・
〈

特
別

会
計

〉
財

政
健
全

化
４

指
標
 
基

準
以
下

・
〈

企
業

会
計

〉
資

金
不
足

比
率
 
0
％
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柱
４

取
組

項
目

4
-
5

担
当

課

年
度

別
計

画

歳
入

・
歳

出
の

改
革

概
　

　
要

及
び

取
組

内
容

①
 
各

種
事

業
の

見
直

し
（

サ
ン

セ
ッ

ト
方

式
の

導
入

）
　

行
政

の
責

任
領

域
を

改
め

て
見

直
し

、
関

与
の

必
要

性
、

受
益

と
負

担
の

公
平

性
の

確
保

、
行

政
効

率
、

効
果

等
を

点
検

・
整

理
し

、
一

層
の

事
務

事
業

の
整

理
合

理
化

に
努

め
る

。
　

ま
ず

、
新

規
事

業
に

つ
い

て
は

、
原

則
３

年
と

す
る

な
ど

の
終

期
を

設
定

し
、

終
期

の
到

来
時

に
目

的
の

達
成

度
を

評
価

し
、

新
た

な
措

置
が

講
じ

ら
れ

な
い

限
り

自
動

的
に

廃
止

す
る

サ
ン

セ
ッ

ト
方

式
を

導
入

し
、

絶
え

ず
時

代
の

変
化

と
多

様
化

す
る

村
民

の
ニ

ー
ズ

に
対

応
す

る
。

②
 
契

約
内

容
・

方
法

の
見

直
し

　
電

子
入

札
の

活
用

を
は

じ
め

、
入

札
指

名
選

考
委

員
会

の
対

象
案

件
の

拡
大

、
入

札
結

果
の

検
証

等
を

行
い

、
入

札
及

び
契

約
制

度
の

さ
ら

な
る

公
平

性
、

透
明

性
の

向
上

を
図

る
。

③
 
光

熱
費

の
削

減
　

引
き

続
き

、
電

気
代

・
上

下
水

道
料

・
コ

ピ
ー

使
用

料
・

コ
ピ

ー
用

紙
代

・
電

話
料

・
郵

送
料

・
ガ

ソ
リ

ン
代

等
。

④
 
ペ

ー
パ

ー
レ

ス
等

の
推

進
　

紙
文

書
で

保
管

せ
ず

電
子

文
書

で
の

保
管

、
タ

ブ
レ

ッ
ト

等
に

よ
る

会
議

や
閲

覧
な

ど
に

よ
り

、
ペ

ー
パ

ー
レ

ス
を

推
進

し
て

い
く

。

歳
出

の
削

減
と

サ
ン

セ
ッ

ト
方

式
の

導
入

財
政

課
(
主

)
・

総
務

課
・

関
係

課

令
和

８
年

度

①
未

導
入

②
適

宜
実
施

③
適

宜
実
施

④
一

部
の

会
議

で
実
施

①
導

入
の

検
討

・
規

則
の

制
定

②
電

子
入

札
の

導
入

の
検

討
、

対
象

案
件

の
検

討
、

入
札

結
果

の
検

証
制

度
の

検
討

③
引

き
続

き
削

減
に

努
め
る

④
ペ

ー
パ

ー
レ

ス
に

向
け

改
善

策
の

導
入

・
検

討
・

実
施

①
導

入
開
始

②
各

種
取

組
み

の
具

体
的
検

討 ③
引

き
続

き
削

減
に

努
め
る

④
ペ

ー
パ

ー
レ

ス
に

向
け
改

善
策

の
導

入
・

検
討

・
実
施

①
見

直
し

の
実
施

②
各

種
取

組
み

の
試
行

③
引

き
続

き
削

減
に

努
め
る

④
ペ

ー
パ

ー
レ

ス
に

向
け
改

善
策

の
導

入
・

検
討

・
実
施

①
見

直
し

の
実
施

②
各

種
取

組
み

の
運
用

③
引

き
続

き
削

減
に

努
め
る

④
ペ

ー
パ

ー
レ

ス
に

向
け
改

善
策

の
導

入
・

検
討

・
実
施

①
見

直
し

の
実
施

③
各

種
取

組
み

の
運
用

③
引

き
続

き
削

減
に

努
め
る

④
ペ

ー
パ

ー
レ

ス
に

向
け
改

善
策

の
導

入
・

検
討

・
実
施

令
和

７
年

度
令

和
３

年
度

（
策

定
時

）
令

和
４

年
度

令
和

５
年

度
令

和
６

年
度

①
見

直
し

件
数
 
8
件

②
検

討
の

実
施

③
対

前
年

比
 
△

5
％

④
対

前
年

比
（

複
写

機
使
用

料
及

び
紙

代
等

）
 
△

5
％

①
見

直
し

件
数
 
6
件

②
検

討
の

実
施

③
対

前
年

比
 
△

5
％

④
対

前
年

比
（

複
写

機
使
用

料
及

び
紙

代
等

）
 
△

5
％

年
度

別
目

標
－

①
見

直
し

件
数
 
0
件

②
検

討
の

実
施

③
対

前
年

比
 
△

5
％

④
対

前
年

比
（

複
写

機
使
用

料
及

び
紙

代
等

）
 
△

5
％

①
見

直
し

件
数
 
2
件

②
検

討
の

実
施

③
対

前
年

比
 
△

5
％

④
対

前
年

比
（

複
写

機
使
用

料
及

び
紙

代
等

）
 
△

5
％

①
見

直
し

件
数
 
4
件

②
検

討
の

実
施

③
対

前
年

比
 
△

5
％

④
対

前
年

比
（

複
写

機
使
用

料
及

び
紙

代
等

）
 
△

5
％
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柱
５

取
組

項
目

5
担

当
課

企
画

政
策

課
(
主

)
・

関
係

課

　
Ｓ

Ｄ
Ｇ

ｓ
は

、
平

成
２

７
年

９
月

に
国

連
サ

ミ
ッ

ト
で

採
択

さ
れ

た
持

続
可

能
な

政
界

を
実

現
す

る
た

め
の

国
際

目
標

で
あ

る
。

令
和

１
２

年
を

目
標

年
限

と
し

、
「

地
球

上
の

誰
一

人
と

し
て

取
り

残
さ

な
い

」
こ

と
を

ス
ロ

ー
ガ

ン
に

、
開

発
途

上
国

の
み

な
ら

ず
先

進
国

に
つ

い
て

も
目

標
達

成
に

取
り

組
む

こ
と

と
さ

れ
て

い
る

。
　

人
・

モ
ノ

等
の

資
源

に
限

り
が

あ
る

中
で

持
続

可
能

な
地

域
社

会
の

実
現

を
目

指
す

た
め

、
Ｓ

Ｄ
Ｇ

ｓ
に

基
づ

く
事

務
事

業
を

推
進

し
て

い
く

。

年
度

別
計

画

概
　

　
要

及
び

取
組

内
容

持
続

可
能

な
社

会
に

向
け

た
取

組
（

Ｓ
Ｄ

Ｇ
ｓ

）

令
和

８
年

度

・
第

四
次

総
合

振
興

計
画

（
後

期
計

画
）

へ
の

反
映

・
Ｓ

Ｄ
Ｇ

ｓ
の

理
解

を
目
的

と
し

て
職

員
研

修
の

実
施

・
Ｓ

Ｄ
Ｇ

ｓ
の

取
組

を
推
進

（
計

画
等

へ
の

反
映
）

・
Ｓ

Ｄ
Ｇ

ｓ
の

取
組

を
推
進

（
計

画
等

へ
の

反
映
）

・
Ｓ

Ｄ
Ｇ

ｓ
の

取
組

を
推
進

（
計

画
等

へ
の

反
映
）

・
Ｓ

Ｄ
Ｇ

ｓ
の

取
組

を
推
進

（
計

画
等

へ
の

反
映
）

・
Ｓ

Ｄ
Ｇ

ｓ
の

取
組

を
推
進

（
計

画
等

へ
の

反
映
）

令
和

７
年

度
令

和
３

年
度

（
策

定
時

）
令

和
４

年
度

令
和

５
年

度
令

和
６

年
度

・
計

画
等

へ
の

反
映

累
計
件

数
　

５
件

・
計

画
等

へ
の

反
映

累
計
件

数
　

４
件

年
度

別
目

標
－

・
計

画
等

へ
の

反
映

累
計
件

数
　

１
件

・
計

画
等

へ
の

反
映

累
計
件

数
　

２
件

・
計

画
等

へ
の

反
映

累
計
件

数
　

３
件

持
続

可
能

な
社

会
に

向
け

た
取

組
（

Ｓ
Ｄ

Ｇ
ｓ

）
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